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はじめに 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律が平成 19 年に一部改正され、教育委員会

は毎年、その権限に関する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、そ

の結果に関する報告書を議会に提出するとともに、公表することが規定されました。 

本報告書は、同法の規定に基づき点検及び評価を行った結果について、学識経験者の

意見を附してまとめたものです。 

 また、本報告書は令和 5 年度から令和 10 年度までの 6 年間を計画期間とする「第 2

次阿見町教育振興基本計画」の進捗管理を併せて行っており、計画の着実な推進を図り

ます。 

 

 

【参考】地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定によ

り事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況につい

て点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出する

とともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を

有する者の知見の活用を図るものとする。 

 

  



3 

 

1 教育委員会の活動状況 

 

（1）教育長及び教育委員 

 

 教育委員会は、都道府県及び市町村等に置かれる合議制の執行機関です。生涯学習、

教育、文化、スポーツ等の幅広い施策を展開し、教育行政における重要事項や基本方針

を決定しています。 

また、教育の政治的中立性、継続性、安定性を確保するために、地方公共団体の長か

ら独立した行政委員会として位置付けられています。 

 教育委員会は原則として教育長及び 4人の教育委員で構成され、教育長及び教育委員

は町長が議会の同意を得て任命します。任期は教育長が 3年、教育委員は 4年で、再任

が可能となっています。 

 

 

職名 氏名 任期 期数 

教育長 宮﨑 智彦 
令和 6年 12月 23日就任 

令和 9年 12月 22日満期 
1期 

教育委員 湯原 敦子 
令和 4年 12月 15日再任 

令和 8年 12月 14日満期 
2期 

教育委員 安江  健 
令和 6年 10月 1日就任 

令和 10年 9月 30日満期 
1期 

教育委員 石田 貴也 
令和 7年 6月 6日就任 

令和 11年 6月 5日満期 
1期 

教育委員 田島 峰子 
令和 7年 10月 13日就任 

令和 11年 10月 12日満期 
1期 

 

退任者 

職名 氏名 任期 期数 

教育委員 岡田 治美 
平成 29年 6月 6日就任 

令和 7年 6月 5日退任 
2期 

教育委員 小林 和裕 
令和 3年 10月 13日就任 

令和 7年 10月 12日退任 
1期 
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（2）教育委員会会議の開催状況（令和 7年 4月 1日～令和 8年 3月 31日） 

 

 教育委員会の会議には定例会と臨時会があり、定例会は毎月、臨時会は必要に応じて招集

しています。令和 7年度の教育委員会会議は、定例会 12回、臨時会 1回の計 13回開催し、

議案 44件、報告 19件の計 63件の審議を行いました。 

 

 

開催日 会議名 議案件数 報告件数 

令和 7年 4月 25日 4月定例会 0件 2件 

令和 7年 5月 22日 5月定例会 8件 7件 

令和 7年 6月 25日 6月定例会 1件 0件 

令和 7年 7月 25日 7月定例会 2件 6件 

令和 7年 8月 22日 8月定例会 6件 0件 

令和 7年 9月 24日 9月定例会 0件 2件 

令和 7年 10月 24日 10月定例会 0件 0件 

令和 7年 11月 20日 11月定例会 1件 1件 

令和 7年 12月 24日 12月定例会 1件 1件 

令和 8年 1月 23日 1月定例会 1件 0件 

令和 8年 2月 20日 2月定例会 7件 0件 

令和 8年 3月 12日 3月臨時会 1件 0件 

令和 8年 3月 24日 3月定例会 16件 0件 

合計 44件 19件 
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（3）教育委員会会議の審議内容（令和 7年 4月 1日～令和 8年 3月 31日） 

 

開催日 内容 結果 

令和 7年 4月 25日 報告第 1号 阿見町スポーツ推進委員の委嘱の専決につ

いて 
承認 

報告第 2号 阿見町教育研究会団体活動費補助金交付要

綱について 
承認 

令和 7年 5月 22日 報告第 3号 阿見町青少年相談員の委嘱の専決について 承認 

報告第 4号 阿見町ふるさと文芸検討委員会委員の委嘱

の専決について 
承認 

報告第 5号 阿見町町史編さん専門員の委嘱の専決につ

いて 
承認 

報告第 6号 阿見町学校評議員の委嘱の専決について 承認 

報告第 7号 阿見町図書館協議会委員の委嘱の専決につ

いて 
承認 

報告第 8号 阿見町学校給食センター運営委員の解任の

専決について 
承認 

報告第 9号 阿見町学校給食センター運営委員の委嘱又

は任命の専決について 
承認 

議案第 32号 招致外国青年就業規則の一部を改正する規

則について 
可決 

議案第 33号 阿見町放課後児童クラブ条例の一部改正に

ついて 
承認 

議案第 34号 総合運動公園 B球場照明灯改修工事につい

て 
承認 

議案第 35号 予科練平和記念館屋上防水・外壁改修工事

について 
承認 

議案第 36号 君原小学校屋内運動場トイレ等改修工事に

ついて 
承認 

議案第 37号 朝日中学校屋内運動場トイレ等改修工事に

ついて 
承認 

議案第 38号 本郷小学校校舎増築工事について 承認 

議案第 39号 令和 7 年度阿見町一般会計補正予算案（教

育費）について 
承認 

令和 7年 6月 25日 議案第 40号 阿見町民体育館条例施行規則の一部を改正 可決 
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する規則について 

令和 7年 7月 25日 議案第 41号 阿見町中学校新入生入学祝い品支給事業実

施要綱の一部を改正する告示について 
可決 

議案第 42号 令和 8年度使用教科用図書の採択について 可決 

報告第 10号 阿見町立君原小学校 学校運営協議会委員

の委嘱の専決について 
承認 

報告第 11号 阿見町立舟島小学校 学校運営協議会委員

の委嘱の専決について 
承認 

報告第 12号 阿見町立阿見第一小学校 学校運営協議会

委員の委嘱の専決について 
承認 

報告第 13号 阿見町立阿見第二小学校 学校運営協議会

委員の委嘱の専決について 
承認 

報告第 14号 阿見町社会教育委員の解任の専決について 承認 

報告第 15号 阿見町社会教育委員の委嘱の専決について 承認 

令和 7年 8月 22日 議案第 43号 令和 6 年度 教育に関する事務の管理及び

執行の状況の点検評価について 
可決 

議案第 44号 阿見町放課後児童クラブ条例施行規則の一

部を改正する規則について 
可決 

議案第 45号 阿見町学校給食費事務取扱規則の一部を改

正する規則について 
可決 

議案第 46号 阿見中学校屋内運動場屋根改修工事につい

て 
承認 

議案第 47号 かすみ公民館大規模改修工事について 承認 

議案第 48号 令和 7 年度阿見町一般会計補正予算案（教

育費）について 
承認 

令和 7年 9月 24日 報告第 16号 阿見町立阿見第二小学校 学校運営協議会

委員の解任の専決について 
承認 

報告第 17号 阿見町立本郷小学校 学校運営協議会委員

の委嘱の専決について 
承認 

令和 7年 11月 20日 報告第 18号 阿見町立阿見第二小学校 学校運営協議会

委員の解任の専決について 
承認 

議案第 49号 令和 7 年度阿見町一般会計補正予算案（教

育費）について 
承認 

令和 7年 12月 24日 報告第 19号 阿見町文化芸術振興審議会委員の委嘱の専

決について 
承認 
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議案第 50号 阿見町立学校等救急搬送時選定療養費助成

事業実施要綱について 
可決 

令和 8年 1月 23日 議案第 1号 阿見町立学校給食センター運営委員会への

諮問について 
承認 

令和 8年 2月 20日 議案第 2号 阿見町学校給食費事務取扱規則の一部を改

正する規則について 
可決 

議案第 3号 阿見町児童屋内体育施設条例の廃止につい

て 
承認 

議案第 4号 阿見町文化財保護審議会条例の一部改正に

ついて 
承認 

議案第 5号 阿見町文化芸術振興条例の一部改正につい

て 
承認 

議案第 6号 令和 7 年度阿見町一般会計補正予算案（教

育費）について 
承認 

議案第 7号 令和 8年度阿見町一般会計予算案（教育費）

について 
承認 

議案第 8号 阿見町小学校入学祝い品支給ランドセル購

入について 
承認 

令和 8年 3月 12日 議案第 9号 令和 8年度教職員の人事異動内示について 承認 

令和 8年 3月 24日 議案第 10号 予科練平和記念館歴史調査委員の委嘱につ

いて 
可決 

議案第 11号 阿見町教育委員会公印規則の一部を改正す

る規則について 
可決 

議案第 12号 町長の権限に属する事務の補助執行に関す

る規程の一部を改正する訓令について 
可決 

議案第 13号 阿見町児童屋内体育施設条例施行規則の廃

止について 
可決 

議案第 14号 公職選挙法第 161条第 1項の規定による

個人演説会の開催のための必要な設備の程

度等を定める告示の一部を改正する告示に

ついて 

可決 

議案第 15号 阿見町学校施設屋内運動場空調設備設置計

画について 
承認 

議案第 16号 阿見町立小学校及び中学校の施設の開放に

関する規則の一部を改正する規則について 
可決 

議案第 17号 阿見町旧学校体育施設条例施行規則の一部 可決 
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を改正する規則について 

議案第 18号 阿見町放課後子ども教室事業実施要綱の一

部を改正する告示について 
可決 

議案第 19号 阿見町立学校における学校運営協議会に関

する規則の一部を改正する規則について 
可決 

議案第 20号 阿見町立学校の教育職員に関する業務量管

理・健康確保措置実施計画について 
承認 

議案第 21号 阿見町伝統芸能継承事業費補助金交付要綱

について 
可決 

議案第 22号 阿見町教育委員会教育長事務決裁規程の一

部を改正する訓令について 
可決 

議案第 23号 行政組織機構改革に伴う関係規則の整理に

関する教育委員会規則について 
可決 

議案第 24号 行政組織機構改革に伴う関係告示の整理に

関する教育委員会告示について 
可決 

議案第 25号 阿見町立学校給食センター管理規則の一部

を改正する規則について 
可決 

議案第 26号 阿見町学校給食費事務取扱規則の一部を改

正する規則について 
可決 
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2 教育委員会の点検及び評価 

 

（1）点検及び評価方法 

 

町教育委員会では、教育基本法に基づき、総合的かつ計画的に教育施策を推進するための

基本的な計画である「第 2 次阿見町教育振興基本計画」を策定しています。令和 6 年 3 月

に策定した本計画は、令和 5 年度から令和 15 年度までの 11 年間を計画期間としており、

令和 5年度から 6年間に取り組むべき施策を示す「前期基本計画」と、令和 11年度から 5

年間の「後期基本計画」に分けられています。 

このことから、令和 7年度に阿見町教育委員会が実施した主要事業については、「第 2次

阿見町教育振興基本計画」の「前期基本計画」に位置付ける「目標指標」「具体的施策」の

実績に基づいて点検及び評価を行うこととします。 

点検及び評価の方法は、各課が所管する事務事業の自己評価を行い、その結果について学

識経験者から意見を聴取します。 

 

 

（2）評価基準 

  

目標指標の達成度については、以下の観点から自己評価を行いました。 

区分 結果 

達成度 

A 想定以上の成果をあげた。 

B 想定通りの成果をあげた。 

C 想定した成果が十分にあげられなかった。 

D 達成度の判定ができなかった。 

 

具体的施策の評価については、以下の観点から自己評価を行いました。 

区分 結果 

評価 

A 期待された以上の成果があがった。 

B 期待された成果があがった。 

C 期待された成果をあげたが、課題が残った。 

D 期待された成果をあげられなかった。 
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（3）教育に関する学識経験者の意見 

  

点検及び評価にあたっては、客観性を確保するとともに、阿見町教育振興基本計画に精通

する識者からご意見をいただきました。 

 

【学識経験者】 

氏名 所属等 

綾部 明江 
茨城県立医療大学准教授 

阿見町教育振興基本計画策定委員会副委員長 

野呂 薫 
元阿見町社会教育委員会代表 

阿見町教育振興基本計画策定委員会委員 

中島 雅己 

茨城大学農学部教授 

阿見町教育振興基本計画策定委員会委員長 

元阿見町教育委員会教育委員 
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（4）点検及び評価対象事業 

 

 



１章　確かな学びを育む

第１節　幼児教育からの接続と小中連携の推進

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室 18回/年 20回/年
20回/年
20回/年

B
A

20回/年 A

2 指導室 1回/年 3回/年
3回/年
3回/年

B
A

3回/年 A

3 給食センター 未実施 実施
未実施
未実施

B
B

実施 B

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

学校教育課
A
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B B

生涯学習課
A
A

B

指導室
A
B

B

指導室
B
B

B

指導室
A
B B

指導室
B
A A

■目指す姿■

就学前児童は、入学前からのサポートのもと安心して進学することができ、楽しく学校生活をスタートしています。また、小・中学校の教員や児童
生徒の日常的な交流活動を通して、学びの連携が進んでいます。

■具体的施策■

１．小中連携教育の推進

②「阿見町教育の日」
の推進

・「いばらき県教育月間（11月）」に合わせて、「阿見町教育
の日（毎年11月第１土曜日）」を設けて、町民がみんなで子
どもたちの教育について考え、学校・家庭・地域がそれぞれ
の「教育における役割」を見つめなおす機会を提供します。

③阿見町独自の小・中
９年間を通した具体的
かつ実践的な教育

・小１プロブレム、中１ギャップ等の問題の解消を図り、９年間
を通した切れ目ない一貫した指導が行われるよう、すべて
の小・中学校の連携による指導体制を構築します。

・小・中学校の児童生徒の交流活動を通して、異年齢間の
関係づくりを行い、心身の成長を図ります。

・小・中学校の教員同士の交流活動を通して、学習指導法
や生活指導法について、認識共有を図ります。

①阿見町の教育の基
本理念の周知・啓発

概要を掲載するなど、計画の周知に努めます。

・本町の教育の方向性などを広く周知するために、「阿見町
教育の基本理念」、「阿見町の教育目標」、「阿見町の学校
教育目標」等を、町広報紙・ホームページだけでなく、学校
要覧、その他のメディアを活用しながら、広く町民に知らせ
る広報活動を行います。

・現在の教育の動向、指導要領の目指す姿など、教育に関
する広報活動を分かりやすく、かつ広く行います。

■取組方針■

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

小中一貫教育に関する研修や授業等、事業の実施回数
《学習面・生活面・小中連携した行事等の３点において計画した内容を実施》

幼児期の教育と小学校教育の連携・接続の推進
《幼児期の教育と小学校教育の連携・接続を行った回数》

第２子以降の給食費無償化の実施

未来に誇れる阿見らしい教育を目指し、教育の基本理念である「学びあい　支えあい　心を育む人づくり」をまちぐるみで共有し、実践していきます。
また、幼児期の教育からの小学校教育への接続や連携を進めながら、義務教育期間９年間を通した切れ目ない教育を推進するとともに、子育ての負担軽減のための支援充実を
図ります。
さらに、家庭、地域の教育力の向上を目指し、子どもたちを地域で支える意識の醸成を図ります。

実績

④学習の連続性を重
視した進級時の学習
サポートシステム

・学習は連続的・反復的に行われるものであることから、児
童生徒がスムーズに次の学年へ進級できるよう、県の学習
診断テストの結果に基づき復習等に力を入れた学習指導を
行います。

「阿見町の教育」や計画をホームページに掲載し周知
に努めた。

「阿見町の教育」や学校のホームページ、学校要覧を
活用して周知に努めた。その他メディアを活用した広
報活動については今後の課題である。

「阿見町の教育」や学校のホームページ、スクリレで
の配信を通して広報活動に努めた。

「教育の日講演会」において、元女子バレーボール日
本代表の大山加奈氏に「繋ぐ～バレーボールが教え
てくれたこと～」というテーマで講演いただき、教育方
法や子育てについて考える機会を提供した。（参加者
数　148人）

教務主任会等で中学校区ごとの学習や生活のルー
ルを共有し、小中連携を図った。

小学校6年生を対象とした児童向け説明会で中学生
が小学生の質問に答え、進学に対する不安の解消に
努めた。

学区内の小中学校で「授業を見合う会」を実施し、小
中学校の教職員の連携と課題解消に努めた。

全国学力学習調査及び県学力診断テストの経年評
価をもとに、各学校で学力向上のための学校改善プ
ランを作成し、課題の分析、授業改善に取り組んだ。
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指導室
A
B

B

学校教育課
B
B

B

学校教育課
A
B

B

学校教育課
A
B B

学校教育課
B
B B

学校教育課
給食センター

A
B

B

給食センター
A
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

生涯学習課
B
B

B

生涯学習課
A
B

C

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
A A

指導室
A
A

A

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

旧実穀小学校区及び旧吉原小学校区の児童並びに
阿見中学校区及び竹来中学校区の遠距離通学生徒
を対象にスクールバスを運行し、通学時の負担軽減
と通学環境の確保に努めた。

片道6km以上の自転車通学者に対して補助金を交
付し、経済的負担の軽減を図った。片道4km以上の
バス通学者の該当者はいなかった。

路線バス運行事業補助金を交付することで、路線バ
スの運行継続を支援し、小学校児童の安全かつ安定
的な通学手段の確保に努めた。

小学校新入生にランドセルを贈呈するとともに、中学
校新入生に制服等の購入に使用できる補助券を交
付し、子育て世帯の経済的負担の軽減を図った。
また、第2子以降給食費無償化を実施した。

第2子以降給食費無償化を実施した。

実績

各小中学校で実施している家庭教育学級の運営の
サポートを行うとともに、家庭教育講演会を開催し
た。

県より発行されているチラシの配布等を行い、家庭
教育についての周知に努めた。

実績

２．幼児教育の支援

３．幼・保・小連携の強化

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①家庭や地域の教育
力の再生・向上

力が培われることから、家庭教育学級や三世代交流、子育
て支援センターの活動など保護者がその責任を自覚し、幼
児期から子どもとの接し方や教育の仕方を身につけていけ
るような、学習機会を提供します。

・地域に向けた情報の発信により、保護者や地域住民等の
学校に対する理解を深めるとともに、家庭・地域の教育力を
高めるため、地域の人材の育成と確保に努めます。

⑧保護者負担の軽減

・少子化を克服し、安心して子育てができる社会を実現する
ためには、子育て世代を応援することが不可欠です。小学
校及び中学校の新入学生に入学お祝い品を贈呈すること
や、第３子以降の児童生徒の給食費を無償にすることで、保
護者負担の軽減を図ります。

・給食費の無償については、現在の第３子以降から第２子以
降に対象拡大することを目指します。

⑥要援護者への経済
的支援

・経済的理由で就学困難な要保護及び準要保護となってい
る家庭の児童生徒に対して、学用品・修学旅行費・校外活
動費・通学用品費・学校給食費・政令で定める疾病の医療
費の負担・援助に努めます。

⑦遠距離通学者への
支援

・学校再編などで、通学のためのスクールバスが必要となる
児童生徒を対象にスクールバスを運行します。

・片道６km以上の自転車通学者や片道４km以上のバス通
学者に対しては、補助金を交付し経済的負担の軽減に努め
ます。

・小学校児童の通学手段である路線バスについては、その
運行を存続させるよう、路線バスの運行事業に要する経費
を負担します。

⑤スタートカリキュラ
ムの推進

・小１プロブレムに対応するために、小学校入学時に教科横
断的な教育課程を設け、児童が義務教育の始まりにスムー
ズに適応していけるようなカリキュラムを実施します。

※R05
評価基準

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①幼・保・小連携によ
る幼児教育の充実

換等を密に行うことで、それぞれの指導法や指導技術を共
有し、幼児教育の充実を図ります。

・発達や学びの連続性を踏まえた指導や、児童が小学校に
無理なく対応できるよう、入学当初に生活科を中心とした合
科的な指導（スタートカリキュラム）の充実を図ります。また、
実施にあたっては、学校の実態に応じて継続的に見直しな
がら進めます。

※R06～
評価基準

町内の幼児教育施設の教職員に対し、小学校の授
業を公開し、連携を図った。

年度当初はスタートカリキュラムをもとに特別の日課
で対応し、スムーズに学校生活に適応できるようにし
た。児童の実態に応じて見直しを行った。

新１年生について、年度当初はスタートカリキュラム
をもとに特別日課で対応し、スムーズに学校生活に
適応できるようにした。

経済的理由で就学困難な家庭に就学援助費を交付
した。
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担当課

学校教育課
指導室

生涯学習課

指導室

指導室

指導室

学校教育課

社会福祉課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

給食センター

生涯学習課

中央公民館

生涯学習課

指導室

18歳以下の兄弟姉妹が2人以上いて、第2子以降が町立小・中学校に在学している場合、その児童生徒の給食費を無償化する。

家庭における教育力の向上を目指し、家庭教育講演会を実施する。

ふれあい地区館事業を通じて、昔遊びやゲーム大会など、子ども・保護者・高齢者が地域の中で相互の親睦を深める機会を提供
する。

教育の基本理念の広報・啓発

□主な事業□

共に育む「教育の日」講演会では、家庭教育力の向上や、現代の子どもたちを取り巻く環境などを中心とした多様なテーマを取り
あげ、意識啓発を図る。

教育の日開催事業

家庭教育啓発事業

就学相談

中学校区毎に「授業を見合う会」を実施し、小・中学校の教諭が相互に授業参観することにより、児童生徒の発達段階を具体的に
把握し、指導法に反映する。

授業を見合う会

進級時の学習サポート

小１特別スタートカリキュラム

要保護及び準要保護児童生徒就
学援助

生活困窮者世帯の児童生徒に対
する学習支援

県の学力診断テストの結果をもとに学習をサポートし、当該学年での学習内容の定着を図る。

新１年生が小学校生活にスムーズに適応できるよう、入学時に特別な教育課程を設ける。

町就学援助規則に基づき、経済的理由で就学困難な要保護及び準要保護となっている家庭の児童生徒に対して、学用品、修学
旅行費、給食費などの支援を行う。

生活困窮世帯の児童生徒を対象とした学習支援「いば・きら塾」（県事業）を活用し、学習習慣の確立や、学習意欲の向上を図
る。

中学生で通学距離が片道６km以上の自転車通学者に補助金を交付する。

中学生の自転車通学者がヘルメット購入時に、補助金を交付する。
(令和7年度より中学生自転車通学用ヘルメットの無償配布に移行）

従来の路線バス廃止に伴い、バス事業者の運行経費を一部補助し、運行継続を図ることで、町民の交通利便を継続的に確保す
る。

学校再編により遠距離通学となる児童生徒のスクールバスを運行する。

小学校新入学生にランドセル、中学校新入学生に学校用衣料品等の購入に使用できる補助券を入学お祝い品として贈呈する。

教育的配慮が必要な子どもをもつ保護者を対象に、一人一人の状態や発達段階、適性などに応じて、個性や能力が発揮できる
教育環境や支援についての就学相談を行う。

家庭教育講演会

三世代交流事業

□識者意見□

（綾部）
小学校入学時のランドセルの贈呈や中学校入学時における補助券の交付、第2子以降の給食費無料化など、保護者世帯の現実的な金銭的負担や精神面の負担を軽減する施策
がとられていると考えます。学校移行時の対応は全ての児童生徒に必要です。さらに、阿見町は町内の地域差が大きく、地域のつながりが強い地域や、新興住宅地などそれぞれ
の実情に合わせた対応がすすめられたら、なお良いと思われます。
（野呂）
小中連携を図り課題解消や小学校6年生に対する進学の不安解消に取り組む様子は評価します。教育の日講演会については講演内容から受講者が子育てについての考え方、子
供に対する接し方等はくみ取ったと考え評価は上げても良いと考えます。
（中島）
各学校で作成された学力向上のための学校改善プランは学習指導に有効であったと理解します。課題の分析、授業改善への取り組みについては、成果を含めて学校間で情報共
有されることを検討して頂きたい。家庭教育の周知における課題について記述して頂きたい。

□今後の進め方□

給食費の無償化については、令和8年度から国による小学校の給食費支援が始まりました。本町においては、中学校の給食費支援や就学援助を行い、令和8年度から町内の小中
学校全児童生徒の給食費無償化を実施しております。引き続きその他小中学校入学時の補助も含め、保護者の経済的負担の軽減に取り組んでまいります。
また、小中連携教育や幼児教育の支援を推進し、就学時の不安や課題の解消を図るとともに、家庭・地域の教育力の向上に努めてまいります。
家庭教育については、周知は問題無く実施出来ていましたが、家庭教育講演会の中で実施していたグループワークが令和7年度は講義のみの実施に変更となり、十分に育成が出
来ていないと判断したためC評価になりました。グループワークの実施も含めて家庭教育講演会の実施内容を検討し、地域の人材の育成と確保に努めてまいります。

遠距離通学者補助金

ヘルメット購入補助金

路線バス運行事業補助金

スクールバス運行事業

新入生入学お祝い品事業

給食費の無償化

子どもとの接し方や教育の仕方を身につけられるよう、保育園・保育所・認定こども園等を通じて保護者を中心にチラシを配付す
る。また、町民課と連携し、出生届提出者へ子育てに関するチラシを配付する。

内容事業名

「阿見町教育振興基本計画」及び「阿見町の教育」を町ホームページに掲載し、教育の基本理念の普及・啓発を図る。
「阿見町学校教育指導方針」を毎年度更新・作成するとともにその内容について周知を図る。
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１章　確かな学びを育む

第２節　確かな学びの定着を目指した教育の推進

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室 84.3% 85.0%
81.4%
86.5%

B
A

82.7% B

2 指導室 84.6% 85.0%
74.5%
83.5%

C
B

80.5% B

3 指導室 80.2% 85.0%
75.3%
85.8%

C
A

83.9% B

4 指導室 74.7% 75.0%
74.5%
76.6%

B
B

70.2% B

5 指導室 44.0% 55.0%
63.1%
72.3%

A
A

68.5% B

6 学校教育課 39冊/人 40冊/人
44冊/人
40冊/人

A
B

40冊/人 B

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

■目指す姿■

子どもたちは夢と希望をもち、実現したい未来に向かって着実に、力強く学んでいます。

■取組方針■

確かな学力の定着により、基礎・基本の確実な習得と活用する力を育成します。また、自ら課題解決する資質や能力の向上を目指し、主体的・対話的で深い学びを目指した授業
改善や学習への関心・意欲を高めるための指導に努めます。
町立図書館と学校図書館の連携や機能の充実、強化など、読書環境の整備を進めるとともに、思考力・判断力・表現力などを育むための読書活動の充実や、発達段階に応じた言
語活動の充実を図ります。
グローバル化に対応し国際社会で活躍できる人材を育成するため、外国語教育の充実を図るとともに、近隣の高等教育機関と連携した理科教育の充実により、将来の科学・技術
を支える人材の育成に努めます。

■具体的施策■

１．基礎・基本の確実な習得と活用する力の育成

実績

阿見町の授業スタンダードを基本として、各学校で
授業力向上のための研修に重点テーマを決めて取り
組んだ。

児童生徒が主体的に学習を進めることができるよう
に、個に応じた学習課題の設定を推進した。

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

阿見町の小学校国語の授業の理解度
《国語の授業がわかる、だいたいわかると答えた児童》「全国学力・学習状況
調査」

阿見町の小学校算数の授業の理解度
《算数の授業がわかる、だいたいわかると答えた児童》「全国学力・学習状況
調査」

阿見町の中学校の国語の授業の理解度
《国語の授業がわかる、だいたいわかると答えた生徒》「全国学力・学習状況
調査」

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①分かる授業による国
語、算数・数学、英語
の基礎・基本の定着

きた」と実感できる授業を行います。特に国語、算数・数学
や、外国語（英語）の確かな定着を図ります。

阿見町の中学校の数学の授業の理解度
《数学の授業がわかる、だいたいわかると答えた生徒》「全国学力・学習状況
調査」

年間50冊以上の本を読んだ児童の割合（小学校４年生～６年生）
《年間50 冊以上の本を読んだ小学４～６年生数／小学４～６年生総数×
100》県教育委員会調べ

阿見町における学校図書館の貸し出し冊数
《児童生徒一人当たりが、年間に学校図書館から借りる本の平均冊数》 「阿
見町第６次総合計画」指標

③基礎学力向上のた
めの個に応じた指導
法の改善

現力の向上を目指し、児童生徒一人一人の実態に応じてよ
り効果の上がる指導法を工夫します。

ムティーチング（TT）講師を配置し、児童の学習支援を行い
ます。

タブレット端末を活用して、家庭でもAIドリルを活用
した学習に取り組んだ。

児童生徒の実態を踏まえ、授業力向上のための研
修にそれぞれの学校が重点テーマを決めて取り組ん
だ。

複式学級となっている君原小学校で、個に応じた指
導を行うことができるようにTT講師を配置した。

②主体的に取り組む
家庭学習の工夫改善

の取組が必要です。児童生徒が自ら課題をもち、その解決
のために計画的・主体的に学習を進めることができるよう
に、個に応じた学習課題を設定します。

う、ｗｅｂ版の教育プログラムなどを積極的に紹介していき
ます。

15



担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
A
B

B

指導室
B
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
A

A

学校教育課
B
B

A

学校教育課
C
C

A

学校教育課
A
A

A

指導室
A
A

A

学校教育課
B
B

B

学校教育課
B
B

B

学校教育課
B
B

B

学校教育課
B
B

B

３．言語活動の充実（読書活動の充実）

２．学習意欲の向上

②学習への関心・意欲
を高めるための指導
法の工夫

上が期待されることから、主体的に学習に取り組む態度や
対話的で深い学びができる学習環境を目指し、教員の指導
方法の工夫・改善に努めます。

実績

県に専科教員の配置を要求するとともに、町独自で
専科教員を１名採用し、全ての小学校に専科教員
（主に算数、理科、英語）を配置し、教科担任制を推
進した。

訪問指導等での指導・助言を通して、教員の指導力
の向上に努めた。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①小学校高学年にお
ける教科担任制の導
入

とって、より分かりやすく学習効果の上がる学習指導をする
ことができ、学校内での教員の学習指導に対する研修の機
会ともなることから、小学校高学年における教科担任制の
導入を推進します。

実績

①多様な言語活動を
取り入れた授業の展
開

断力・表現力）、「伝えたいことを明確にし、書いたり話したり
する」（主体的に学習に取り組む態度）などの活動を小学校
の低学年から取り入れた授業を展開していきます。

述などの知識・技能の活用を図る「言語活動」が有効である
ことから、発達の段階に応じて、学習活動のなかに「言語活
動」を十分に取り入れた指導を進めます。

②学校図書館の充実
と効果的活用、読書環
境の整備

会を増やすなど、言語に関する環境の充実が欠かせないこ
とから、学校図書館の蔵書数の拡充や学校図書館司書によ
るレファレンス活動の充実に努めます。

るため、学校図書館図書標準（文科省）に基づき、学校図書
館に整備すべき蔵書数として定めた基準の充足率100％を
目指します。（例：小学校24クラスの場合は11,560 冊が標
準蔵書冊数）

活動や学習活動を支援します。

極的に参加します。

発達段階に応じて、学習形態を工夫するなど、多様
な言語活動を取り入れた授業を行った。

教科横断的に、多様な言語活動を取り入れた授業づ
くりに努め、表現力の向上を図った。ICT機器を効果
的に活用した。

学校図書館の蔵書数の拡大や、学校図書館司書に
よるレファレンス活動の充実に努めた。

全小中学校で蔵書数が標準冊数を上回り、充足率
100%に達した。
前年度、標準を下回った学校で課題となっていた生
徒数増加に伴う蔵書不足への対応は学校図書購入
予算を多く配当することで蔵書増加を図った。

これまでどおり全小中学校に学校図書館司書を配置
し、読書環境の整備に取り組んだ。また、令和6年度
より実施している司書対象の研修会を引き続き開催
し、能力開発に努めた。

全ての小中学校において、「みんなにすすめたい一
冊の本事業」に積極的に取り組んだ。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

③学校図書館の充実
支援

とともに、学校図書館の学習・情報センター機能と読書セン
ター機能の役割が果たされるよう環境整備に努めます。

に、情報の収集・選択・活用能力を育成する場として、学校
図書館の充実を支援していきます。

書館と管理データを共有できる体制整備を目指しながら、
地域に開かれた学校図書館を目指します。

の購入・選書・入れ替えを行うとともに、学習センターとして
の機能向上を図ります。

児童生徒のリクエスト本を購入するなど、興味関心
を高める環境整備に努めた。また、辞書の購入から
年数が経過している一部の学校については更新を
行う等環境整備に努めた。

学校図書館司書によるレファレンス活動の充実に努
めた。

町立図書館と連携して、授業で必要な図書の貸し出
しを行った。

司書教諭と学校図書館司書が協力して、図書購入や
選書、入替を行い機能向上に努めた。
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図書館
B
B

B

図書館
B
B

B

図書館
B
B

B

図書館
B
B

B

図書館
B
B

B

指導室
B
B

B

図書館
B
B

A

図書館
B
B

B

図書館
C
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

学校教育課
A
B

B

指導室
A
A

A

指導室
B
B

B

４．外国語教育の推進

図書館司書と連携を図りながら、読書活動の推進に
努めた。読書に取り組む時間の確保が課題となっ
た。

読み聞かせボランティアの協力により、読み聞かせ会
を実施したほか、前年度試行的に実施した高校生会
による読み聞かせを本格的に実施した。

図書館ボランティアによる、絵本の読み聞かせ会、
ブックスタートでの読み聞かせ、映画会の開催、学校
貸出搬送業務等の施策を実施した。

図書館ボランティアを育成・支援するため、前年度に
改正した図書館サポータ活動要綱を活用し、より参
加しやすい体制となるようにした。

実績

小学校英語の授業には、ALTを全ての授業に配置
し、指導の充実を図った。英語専科加配を配置し、専
門性を生かした教科担任制を行った。

授業場面以外においても、ＡＬＴと活動する機会を増
やした。小規模特認校の君原小には専属のALTを１
名配置した。

町立図書館からの資料の団体貸出しを行うことによ
り、調べ学習に必要な資料等の充実を図った。

団体貸出、ブックレットの作成配布、おすすめ本の紹
介(年3回）、新一年生への図書館利用案内の配布
等を実施した。

新１年生の保護者を対象に、スクリレにより読書記録
帳の申し込み周知を実施した。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①小学校における外
国語教育の充実

の必要性が高まるなか、国際社会で活躍できる人材を育成
するために小学校中学年からの外国語活動及び低学年か
らの外国語科の充実を図ることとし、専科指導の充実や外
部人材の活用などに取り組みます。

育むとともに、我が国と外国の言語や文化について体験的
に理解を深めていきます。

の円滑な接続を図るため、指導の工夫・改善を図ります。
小中学校の教職員が相互授業参観を行い、指導の
工夫・改善に努めた。

④町立図書館と学校
図書館の連携

力、運営に関する助言等を行うことで、読書活動を推進しま
す。

出、ブックレット「本は心の栄養です」の作成配付、図書館の
お薦め本紹介、小学新１年生に「図書館利用案内」の配付な
ど、子どもたちが学校で読書に親しむ機会及び学校図書館
活動の支援を図ります。

読書記録帳を小・中学生に配付します。

⑥図書館ボランティア
の支援と積極的活用

の貸し出しなどの多岐にわたる活動を行う図書館ボランティ
アを積極的に活用します。

働や担い手が必要なことから、図書館ボランティアによる絵
本の読み聞かせ会、ブックスタート、映画会の開催、学校団
体貸出搬送業務などの施策を実施します。

座、ボランティア交流会の開催、ボランティアポイントカード
の発行などにより、包括的な支援と積極的な活用を推進し
ます。

への支援をするため、町立図書館が必要な資料の整備に努
めるとともに、学校団体貸出用の児童書の購入整備や町立
図書館の除籍本を学校で再利用するなど、読書環境づくり
の支援を行います。

館担当者会議を開催し、学校が児童生徒の教育活動並び
に読書活動を一層充実できるように取り組みます。

⑤学校ぐるみの読書
活動の推進

等に読書活動は欠かせないことから、児童生徒が読書に親
しみ、自ら読書を行うように、読書活動を推進する様々な方
策を行います。

町立図書館において、調べ学習等に活用できる資料
の整備を行うとともに団体貸出を実施した。

年2回、学校図書館司書会議を開催し、学校図書館
司書と情報共有を図った。

②外国語指導助手
（ALT）の活用

確保するためには、外国語を用いて積極的にコミュニケー
ションを図る態度を育むことや、外国語に慣れ親しむこと、
我が国と異なった言語や文化について体験的に理解を深め
ることが大変効果的であるとの観点から、外国語指導助手
（ＡＬＴ）を配置し、小・中学校で授業の補助を行います。

③英語コミュニケー
ション能力の育成

しむことを重視し、英語への関心を喚起します。

身につけさせるとともに、生徒の聞く力、書く力などの英語
力向上を図り、意欲をもって英語学習に取り組めるよう指
導します。

全小中学校に外国語指導助手（ALT）を配置し、授
業サポートのほか、授業場面以外においてもALTと
活動する機会を増やし、日常的に異言語・異文化に
触れる機会を提供した。

小学校高学年にはタブレット端末によるスピーキン
グ・クエスト（AIによる英語対話アプリ）を活用した。

互いの授業を見合う場面を設定し、小学校段階との
接続を意識した授業づくりに努めた。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

A

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
A
A

A

指導室
A
A

A

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

担当課

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

学校教育課

学校教育課

指導室

学校教育課

学校教育課

図書館

図書館

図書館

図書館

図書館

□主な事業□

５．理数教育の充実

ブックレット・図書館利用案内の活用（町
図書館・学校図書館連携事業）

団体貸出の実施（町図書館・学校
図書館連携事業）

学校図書館司書の配置

学校図書館システム運営

みんなにすすめたい一冊の本事業

学校図書館司書配置

学校図書館業務をコンピュータで行うシステムの導入に伴い、児童生徒への学習支援の充実を図るとともに、管理データを活用
し学習・情報センター機能の充実を図る。

児童生徒が言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かにするとともに自己を見つめ、自らの生き方を考えるよう、小
学校で年間50冊以上、中学校で年間30冊以上の本を読むことを目指した読書推進活動を展開する。

児童生徒の読書活動を推進するため、すべての小・中学校に図書館司書を配置する。

学校図書館管理システムを導入し、事務の効率化を図るとともに、レファレンス活動の充実に努める。

各教科において、児童生徒が調べたことや考えたことを、互いに伝え合ったり、考えを深めたりする対話的な学習を取り入れ、思
考力・判断力・表現力を育成する。

町教育委員会主催の研修の実施など、主体的・対話的で深い学びを目指した授業改善に取り組む。

小学校において教員の専門性を生かしたより分かりやすい授業展開とするため、教科担任制を実施する。

複式学級における学習指導上のデメリットを解消するため、ティームティーチング（TT）講師を配置してきめ細やかな指導を実施
する。

オンライン学習ソフトを活用し、家庭学習を通した学力向上支援を図る。

町内の各学校が創意工夫をしながら家庭学習の習慣化を図るための取組を実施する。保護者に向けて、家庭学習の手引き等を
作成し、学校・家庭との連携を図りながら個に応じた支援を行う。

町内すべての小・中学校において、阿見町の授業スタンダード（課題提示の工夫、身につけた学習内容の振り返り、適用練習の
時間の確保）による授業改善を実施する。また、夏季学力向上研修を実施する。

②近隣の高等教育機
関と連携した理科教育
の充実

茨城大学教育学部附属学校の教員による出前授業等を通
して、理科教育の充実を図ります。

験教室「アイラボキッズ」を通して、専門研究者による理科教
育の充実を図ります。

実績

全ての学校において、阿見町の授業スタンダード（課
題提示の工夫、適用問題に取り組む時間の確保、振
り返り）による授業改善を進めた。

小学校７校中、５校において中学校理科の免許保有
者が教科担任として授業を行った。

理科専門家による授業づくりの研修に多くの教職員
が参加した。

県立医療大学と連携し、君原小学校で「アイラボキッ
ズ」科学の体験教室を実施した。

③科学研究作品展等
への参加促進

教員や大学院生等による科学自由研究の指導が夏季休業
中に受けられることを活用し、科学研究作品展や発明工夫
展への積極的な参加を促進します。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①理科及び算数・数学
の授業力向上

の確実な定着を図る教員の指導力向上を図ります。阿見町
の授業スタンダード（課題提示の工夫、適用問題に時間の
確保）による授業の改善を通して、「分かった」、「できた」と
実感できる授業を展開します。

す。専門的な知識や技能を有する理科担当者が授業を行う
ことで、児童の科学への興味・関心をより高めることを目指
します。

科学研究作品展や発明工夫展に多くの児童生徒が
参加した。希望者はオンラインで大学教員からアドバ
イスを受けることができた。

内容事業名

※R05
評価基準

※R06～
評価基準

町立図書館で借りた本のタイトルを通帳形式で記帳し、子どもたちの読書活動の推進を図る。

学校図書館担当者会議の実施と合わせ、除籍本を提供し、再利用体制の構築に努める。また、図書修理等の実務的研修の時間
の確保に努める。

学校図書館担当者会議を年２回開催し、学校と図書館の連携を図り資料の整備に努める。

読書記録帳事業

図書の修理・再利用（小・中学校図
書館司書会議）

学校図書館担当者会議（小・中学
校図書館司書会議）

授業力の向上（学力向上推進事
業）

小学校教科担任制

ティームティーチング（TT）講師配
置

ICTによる家庭学習（ICT活用推
進事業）

家庭学習の支援（学力向上推進事
業）

学校図書館運営

各教科における言語活動の活用
（学力向上推進事業）

指導の工夫・改善（学力向上推進
事業）

ブックレットや図書館利用案内などを、毎年定期的に配付し、子どもたちの読書への興味関心を醸成するとともに、配付資料が効
果的に活用されるように、周知徹底を図る。

授業で活用したり、読み聞かせで使用したりするための図書を、毎週、学校へ搬送する団体貸出を行う。

すべての小・中学校に学校図書館司書を配置し、児童生徒の読書活動の充実を図る。
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図書館

図書館

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

各教科の授業の理解度については、低下の要因を精査し、改善を図るとともに、教科担任制や専科教員の配置・連携を充実させ、授業の理解度及び精度や、学習意欲の向上に努
めます。
図書充足率は児童生徒数が増加傾向にある学校の蔵書数不足が解消され100％となったことから、引き続き図書環境の充実と読書活動の推進に努めます。
また、ALTの配置を充実させALTの活用や地域の教育資源を生かし、外国語教育の充実と学びの定着を図ってまいります。

（綾部）
各科目の授業の理解度については前年度より数値が低くなっており、その理由については精査できればと考えます。読書環境については各学校・阿見町図書館共に整備されてい
ますので、引き続き活動を継続できればありがたいです。英語環境はALTの関わりが児童生徒に良い影響を与えていると思いますし、町内にある大学は理系中心ですので、この
ような町の強みを十分に活かしていただけたらと考えます。
（野呂）
各小・中学校の蔵書が充実されたことで児童生徒の年間本を読んだとされる割合の増加に期待します。授業の改善により取組む時間を確保改善に努めたことは評価できます。
（中島）
全ての小学校に専科教員が配置されたことは評価されます。専科教員が連携することにより、授業力の向上や授業準備が効率化されることを期待します。高校生会による読み聞
かせの実施は子どもの読書活動の推進に有効であると考えます。

□識者意見□

□今後の進め方□

科学研究作品展等への参加促進
（小学校理科教育推進事業）

アイラボキッズ科学教室

小学校理科・算数教科担任制

英語プレゼンテーションフォーラム

中学生の英語発信力向上事業

外国語指導助手（ＡＬＴ）の活用
（外国語指導助手配置事業）

英語検定３級取得の推進

小学校での外国語教育（外国語指
導助手配置事業）

図書館サポーター交流会

夏季休業中の科学自由研究の相談会を活用し、児童の町の科学研究作品展及び発明工夫展、科学の甲子園ジュニア等への参
加促進を図る。

県立医療大学による「医療と科学の体験教室」を実施し、児童の科学や医療への興味関心を高め、自然科学、物理、医療など幅
広い分野の教育充実を図る。

小学校理科・算数教科担任制、中学校の教員免許保有者による教科担任制を拡充する。

県事業への町内中学生の参加促進を図り、英語のコミュニケーション能力の向上を図る。

中学校２年生を対象に、タブレットの録音機能を使用して一人一人の発音を分析し、発音力の向上を図る。

児童生徒の英語学習を援助し国際的な視野を学ぶ機会を確保するため、すべての小・中学校に一人ずつ外国語指導助手（ＡＬ
Ｔ）を配置し、授業の補助を行う。

英語検定３級（中学卒業程度）を取得している児童生徒の増を目指す。

児童の英語の発音や国際理解の向上を目的として、小学校のすべての外国語活動の授業に外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣す
る。

年２回、定期的に図書館サポーター交流会を開催し、図書館ボランティアとの連携強化に努める。

読み聞かせや図書の搬送など図書館ボランティアを積極的に活用する。各種の活動を定期的開催し、子どもの読書活動の推進
を図る。

図書館ボランティア活動支援
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１章　確かな学びを育む

第３節　教師力の向上のための支援やサポート体制の充実

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室 未策定 策定済
策定済
策定済

B
B

策定済 B

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

学校教育課
B
B

B

学校教育課
B
B

B

学校教育課
A
B

B

指導室
学校教育課

B
B

B

指導室
学校教育課

A
A

A

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

教職員の健康の保持増進を図るた
め、各種健康診断を実施し、健康の保持増進に努
めた。

児童生徒の学力向上及び教員の指導力向上に資
するため、必要な教材備品を整備し、効果的な授業
の実施に活用した。

茨城県教育研修センターの長期研修に１名の教職
員の派遣を行った。

年間計画に基づき各種研修を実施し、教職員の資
質向上に努めた。

１．教員の資質向上

実績

町教育論文優秀賞に選ばれた教職員が、教育実践
を発表し、町内教職員の資質・向上に努めた。

町内教職員の中から教科・領域指導員を任命し、各
学校の計画訪問で主に若手教員に対し、授業づくり
についての助言を行った。

研究指定校2年次として、朝日中学校が研究発表を
行い、研究の成果を町内で共有した。

町教育研究会が効率的な活動ができるように助言・
指導を行った。

留守応答電話機を引き続き活用し、自動音声機能
も一部導入した。また、校務DXの好事例を共有す
ることで、業務の効率化を図った。

校務支援システムを活用し、学籍管理や成績処理
の効率化を図った。

定期点検業務を委託し、適切な環境衛生管理を
行った。プール水の検査は水泳授業を実施した阿
見小・第一小のみ実施した。

を図り、教員が一人一人の児童生徒と向き合う時間の確
保に努めます。

べき業務に専念できる環境の整備を目指します。

■目指す姿■

教師は、子どもと触れ合う時間を優先できる環境になり、一人一人に寄り添いながら学びあう教育を進めています。

■取組方針■

児童生徒の学力向上を図るためには、教員の指導力が重要であることから、教員の年齢や能力に応じた研修の充実など教員の資質向上を図るとともに、授業研究などの取組
支援や、阿見町を知ってもらうための取組などを推進します。
さらに、教員の働き方改革ガイドラインを策定し、子どもたちに対して効果的な教育活動を行うことができる環境整備を推進します。
また、教員が一人一人の児童生徒と向き合う機会を大切にする観点から、地域の人材、ボランティアなどの協力による多様な学習支援の充実に努めます。

■具体的施策■

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

町独自の学校の働き方改革ガイドラインの策定率
≪学校の働き方改革ガイドラインの策定状況≫

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①年齢や能力に合わ
せた教員研修の効果
的な実施

務主任研修会、学年主任研修会、初任者研修会、生徒指
導主事研修会等の充実を図ります。

制度を積極的に活用します。

②教員の視点に立つ
教育環境の整備

な教材備品等を整備し授業に活用します。

保持増進を図ります。

衛生の管理を行います。

③町独自の教員支援
制度

表会などの活動について、教員の働き方改革を進めながら
支援します。

果を多くの教員が共有できるよう、町教育委員会による教
育研究発表会を開催します。

業参観などを通して、指導法等についての指導・助言を行
い、教員の資質向上を図ります。

文を町内教員が供覧することにより、意識の醸成と啓発に
繋げます。
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指導室
B
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
C

C

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

担当課

指導室

指導室

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

内容

学校環境の衛生管理（学校保健
事業）

教科領域指導員交付金

教科研究発表会補助金

教育研究会補助金

ICT支援員の配置

校務支援システム

町独自の学校の働き方改革ガイドラインを策定する。

町の人材バンクやネットワークと連携し、地域の人材を学習支援に活用する。

転入してきた教員に対し、町教育研究会社会科部の主催による町内施設の見学を実施し、地域への理解を深める。

教員が教育実践の成果を教育論文としてまとめ、優秀者を表彰する。

教科領域指導員が各学校に訪問指導を行う。授業参観、協議を行い、指導、助言を通して授業力の向上を図る。

教員の資質向上及び授業力向上のため、教育委員会指定の研究校による公開授業を実施する。

町教育研究会の研究発表会を支援する。

最適なICT環境を実現するため、授業支援や機器設定、ICT化による教員の業務負担軽減を図るためにICT支援員を配置す
る。

校務支援システムによる指導要録の電子化等、成績処理の効率化を図り、事務作業の軽減を図る。

環境衛生の管理のため、飲料水・プール水・空気・照度を年2回、ダニ検査を年１回実施する。

教員が自らの体調を理解・管理するため、教員健康診断及びストレスチェックを実施する。

児童生徒の学力向上や教員の教育技術向上を図るために必要な物品、教材備品を整備する。

県研修センターや大学、研究所へ、ミドルリーダーとして管理職登用を期待される教員等を派遣する。

教員の資質の向上を図るため、各種研修会において教育長、指導室長より講話、指導、助言等を行う。

実績

実績

月の時間外勤務時間数45時間以内を目標として、
ガイドラインの策定を行った。

スクールソーシャルワーカーの増員を行い、教職員
の負担軽減に努めた。

学校以外が担うべきとされる業務の削減を目指し、
働き方改革を推進した。過労死ラインとされる月８０
時間以上の教職員はゼロであった。産休や育休に
入る教職員の代替が見つからないことが課題となっ
ている。

コミュニティ・スクールやPTA連絡協議会等と連携
を図りながら、地域住民ボランティアの受け入れ態
勢の整備を図った。

※R06～
評価基準

□主な事業□

教員の健康管理（学校保健事業）

教育振興事務事業

県教育研修センターが行う教員研
修

２．多様な学習支援の充実

夏季休業期間に、社会科巡見を実施し、町内施設
（給食センター、予科練平和記念館、かすみクリーン
センター等）の見学を行った。

④阿見町に愛着を
もって教育を推進す
る教員の育成

町内施設の見学を実施し、勤務地である阿見町の自然・
産業・史跡等についての理解を促します。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①地域の人材による
学校支援の充実 アが活動しやすいよう受け入れ体制を整えます。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

３．学校の働き方改革の推進

①町独自の働き方改
革ガイドラインの策定

た教育課程の実現等を目指す新学習指導要領の対応な
ど、学校では教育の一層の改善・充実が求められ、教員が
担う業務は質・量ともに増加しています。教員が心身とも
に健康で、意欲と高い専門性を持って教育活動に専念で
きるように、町立学校の働き方改革を推進します。

染症といった様々な問題への対応、特別な配慮が必要な
子どもや日本語指導が必要な子どもへの対応など、増え
続ける学校現場の役割を削減し、業務改善を目指します。

たち一人一人と向き合う時間を確保できるように、町教育
委員会が学校と連携・協力しながら、働き方改革推進のた
めのガイドライン策定に取り組みます。

※R05
評価基準

事業名

学校の働き方改革の推進

社会人による学習支援事業

社会科見学

教育論文表彰

各種研修会
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□識者意見□

（綾部）
教員の資質向上や働きやすさへの配慮については努力されていると評価します。しかし、小学校の中でも児童数の多い学校や、中学校については教員の負担がさらに増える
傾向にあるように思われます。引き続き検討をお願いできればと考えます。
（野呂）
専門的資質の向上を目指し各種研修会を実施し、教職員の資質を高めたこと、児童生徒の学力向上に資する教材整備を限られた時間を効果的に実施したことは評価できま
す。継続をお願いします。
（中島）
校務支援システムや校務DXの活用により、業務の効率化が進んでいるものと理解します。教員研修や町独自の教員支援制度により、教員の資質向上に努められていることは
評価できます。

□今後の進め方□

教職員の働き方改革は近年重要視されており、これまでも様々な取り組みを行ってまいりました。引き続き教職員の過度な負担となってしまっている要因・課題を把握し、校務
支援システムやサポートの導入・ICT支援員、町会計年度任用職員の配置を続けるとともに、学校や教職員が担うべき業務の整理と適正化を進めてまいります。また、教育研
究会や教科領域指導員の活動も引き続き支援していき、教職員の専門的資質の向上を図ってまいります。
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２章　豊かな心と健やかな体を育む

第１節　豊かな心と命を大切にする心を育む教育の充実

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室

小学生
96.8％
中学生
95.8％

小学生
100％
中学生
100％

小97.0%
中95.5%
小93.2%
中97.4%

B
B

小96.0%
中95.2% B

2 指導室 83.4% 90.0%
80.3%
82.2%

B
B

88.1% B

3 指導室 81.1% 85.0%
81.5%
85.5%

B
B

82.1% B

4 指導室

小学生
95.5％
中学生
95.0％

小学生
96.0％
中学生
96.0％

小95.6%
中94.6%
小94.9%
中95.4%

B
B

小95.0%
中95.9% B

5 指導室

小学生
88.7％
中学生
88.4％

小学生
90.0％
中学生
90.0％

小91.8%
中88.2%
小91.4%
中90.9%

B
B

小92.6%
中90.2% B

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

A

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

児童生徒の健やかな成長と豊かな心を育み命の大切さを伝える教育を目指し、道徳教育や、読書活動を推進します。また、ふるさとを大切にする心や児童生徒の創造性の向上、
豊かな情操を育成するため、郷土教育、文化・芸術活動を推進します。
さらに、命の大切さを伝える平和教育を推進するとともに、体験を通した地域との交流により広い視野を育てるため、学校内外における体験活動・ボランティア活動を推進します。

■具体的施策■

１．道徳教育の充実

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①小・中学生の発達段
階に応じた道徳教育
の推進

徳性を育成することをねらいとして、道徳教育を推進し、教
科化への対応を図ります。

て理解し、多面的、多角的に深く考えたり、議論したりする
道徳教育の充実を図ります。

ることから、全体計画に基づいて、それぞれの教育活動の特
質に応じた道徳教育を着実に実施していきます。

実績

年間指導計画に「いじめ問題」の題材を位置付け、
主体的に考える機会を設けた。

発達段階を考慮し、多様な指導方法（ロールプレイ、
問題解決的学習）を取り入れた。

道徳教育の全体計画及び別葉（各教科との関連を
示す資料）を作成し、学校教育全体を通じて、道徳
教育を行った。

「人の役に立つ人間になりたい」と答えた阿見町の児童生徒の割合
《社会貢献に対する意識調査》「全国学力・学習状況調査」

「人が困っている時は進んで助けている」と答えた阿見町の児童生徒の割合
《思いやり対する児童の意識調査》「全国学力・学習状況調査」

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

「いじめはどんな理由があってもいけないことだ」と答えた阿見町の児童生
徒の割合
《いじめに対する児童生徒の意識》「全国学力・学習状況調査」

「学校に行くのは楽しいと思いますか」に肯定的に答えた阿見町の児童（小
学校６年生）の割合《学校の魅力の向上》「全国学力・学習状況調査」

「学校に行くのは楽しいと思いますか」に肯定的に答えた阿見町の生徒（中
学校３年生）の割合《学校の魅力の向上》「全国学力・学習状況調査」

■目指す姿■

児童生徒の情操が育まれ、友達や家族を思いやり、故郷を大切に思っています。また、予科練平和記念館を活用した教育の経験が生かされ、平和
と命の尊さを深く理解しています。

■取組方針■

児童生徒の発達段階を踏まえ、「考え、議論する道
徳」への質的転換を図った。

授業の主題やねらいに応じて、学習形態を工夫して
役割演技やロールプレイを取り入れるなど、指導の
充実を図った。

③道徳教育に関する
研修への参加促進

力の向上を図ることが欠かせないことから、効果を上げてい
る道徳教育や、先進の研究等についての知識を深めるた
め、積極的に研修会等への参加を促進します。

た道徳授業づくりを推進します。

します。

②家庭・地域の教育力
を生かした道徳教育
の推進

域社会との連携が不可欠であることから、保護者や地域の
人々の協力による道徳教育の充実が図られるよう、情報を
発信するなど、十分な連携を図ります。

各校の道徳推進教員が道徳パワーアップ研修会に
参加し、研修内容を各校で共有し、指導力の向上を
図った。

授業参観で道徳の授業を公開したり、学校HPで児
童生徒の活動の様子を公開したりするなど、積極的
に情報の発信を行った。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
文化課

B
B

B

文化課
B
A

A

文化課
B
B

B

指導室
B
B

B

文化課
B
B

B

文化課
B
A

A

文化課
C
B

B

図書館
B
B

B

図書館
B
B

B

図書館
B
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

A

生涯学習課
A
A

A

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

地域で活動する伝統文化を伝える団体と協力して、
伝統文化親子教室事業を推進し、伝統文化を体験
できる機会を提供した。

伝統芸能まつりを開催し、地域に伝わる伝統文化に
触れあえる機会を提供した。また、盆綱等の地域に
伝わる行事の調査を行い、記録による保存を進め
た。

郷土を振り返る機会として「まちづくり探検隊」や「下
村千秋記念賞読書感想文・感想画コンクール」を開
催し、作品を募集し、審査・展示等を行った。

小学校３・４年生社会科の授業において「わたしたち
のあみ」を積極的に活用した。

平和教育の拠点として、常設展示や企画展、講演会
等のイベントを通じて、阿見町が海軍とともに発展し
てきた歴史や戦史を学ぶ機会を提供した。町内小・
中学校からは小学校5校　191名、中学校１校99名
が来館した。

既存の郷土資料の頒布等による普及啓発に加え、
「新阿見町史（仮称）」の編さんや、町に残る戦争遺
跡の保全と周知に向けた取り組みを進めた。

書籍『阿見町の昔話』を頒布する等、郷土の昔話や
伝承などを普及啓発した。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容 実績

２．郷土教育の推進

②地域との連携による
祭り・伝統行事への参
加促進

どに子どもたちが積極的に参加し体験することで、郷土に対
する愛着を高めます。

やイベントへの参加促進を図ります。

①地域への愛着を醸
成するための郷土教
育の充実

資料などを活用することで、郷土の伝統と文化への愛着を
高める教育を推進します。

郷土資料を活用し、地域固有の資源に対する意識の醸成と
啓発を図ります。

の振興に努めます。

のあみ」を効果的に活用した郷土教育を図ります。

業」を通して、郷土を改めて見つめなおし、子どものふるさと
意識の醸成を図ります。

郷土資料の収集・充実に努めると共に開設展示コー
ナーの継続的な展示を実施した。

②児童生徒作品展・
文化祭の開催

機会として児童生徒作品展を開催します。

校の独自性を尊重し、その内容の充実に努めます。

③広域的な活動への
参加

会、小学校合唱合奏大会、中学校合唱合奏大会）へ積極的
に参加します。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①合唱祭の開催
独自性を尊重し、その内容の充実に努めます。

実績

授業時間数の確保、教職員の働き方改革の観点か
ら、見直しを行っている。

授業時間数の確保、教職員の働き方改革の観点か
ら、見直しを行っている。

児童生徒作品展を開催し、美術作品等を自ら制作
することをうながすとともに、これを展示し、鑑賞でき
る機会を提供した。

各中学校において、独自性を尊重しながら、生徒主
体の合唱祭（文化祭）を行った。

３．文化・芸術活動の推進

③図書館における郷
土資料の充実

な学習に生かします。

効な財産であると同時に、地域社会の貴重な記憶であるこ
とから、散逸、消滅しないようその収集・保存に努めます。

て新たな文化を創造するための基礎づくりとして、郷土資料
の充実に取り組みます。

地域社会の記憶を後世に継承するため、郷土資料
の収集・充実を継続的に努めた。

郷土資料を86冊受入を行い、郷土学習の資料充実
に努めた。

部活動の地域移行を視野に入れながら、効率的な部
活動運営に努めた。

④文化部活動の推進 部活動の充実支援に努めるとともに、外部指導者の活用を
進めます。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
A
B

A

指導室
B
B

A

指導室
B
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

A

生涯学習課
B
B

B

指導室
B
B

B

生涯学習課
B
B

B

中央公民館
B
B

B

生涯学習課
中央公民館

B
B

B

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

担当課

指導室

指導室

生涯学習課

指導室

指導室

文化課

生涯学習課

指導室

全体計画・別葉の作成（道徳教育
推進事業）

□主な事業□

各学校が円滑に道徳の教科化に対応できるよう、各小・中学校の取組を指導及び支援する。

実績

平和教育の推進を目指し、全小学校で予科練平和
記念館の見学を行った。

道徳や総合的な学習の時間を中心として、平和や命
を尊重する心の育成に努めた。

戦争の悲惨さや平和の意義を正しく継承する施策と
して、中学生の代表生徒を平和記念式典に派遣し
た。

４．平和・命の教育の推進

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①多様なボランティア
活動への参加促進

世代の人々との交流や勤労体験･奉仕体験等の体験活動
の充実に努めます。

施しているボランティア体験活動事業等を通して、多様なボ
ランティア活動に参加する機会を提供します。

子ども会を通じて分別収集への取り組みを啓発し
た。

特別活動を中心として、異年齢との交流活動を進め
ることができた。

実績

５．体験活動・ボランティア活動の推進

①人権教育、国際理
解教育、道徳教育など
を通した平和を尊重す
る心の育成

者への追悼の意を表するとともに、戦争の悲惨さ・平和の意
義を正しく継承する施策の実施・人材育成を行います。

重する心を育成します。

②予科練平和記念館
を活用した平和教育
の推進

機会をつくります。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

②自然にふれあう体
験活動の充実

どの体験活動の充実に努めます。

自然体験や社会体験などで、体験活動の場を提供します。

③地域との交流活動
の推進

の交流の場を積極的につくります。

の交流活動を推進します。

※R06～
評価基準

生涯学習課では、子ども会育成連合会への支援を
通じて、地域内や地域間での交流を推進した。
ふれあい地区館事業で、ふれあい地区館まつりやス
ポーツ交流会など、地域住民の交流ができる事業を
展開した。

ふれあい地区館の事業を通じて、輪投げ・のど自慢・
餅つき・SDGｓカードゲーム等、児童生徒、保護者、
高齢者の三世代で地域の親睦を深める場を提供し
た。

学社連携事業として、地域住民の支援のもと、田植
えや稲刈りといった自然体験活動が実施できるよう
にサポートを行った。

季節に応じて、自然体験等の体験活動を積極的に
取り入れた。

※R05
評価基準

事業名 内容

社会科副読本改訂事業

いばらきっ子郷土検定

予科練平和記念館への町内小・中
学生見学

研修会の実施（道徳教育推進事
業）

道徳授業の発信（道徳教育推進事
業）

あいさつ・声かけ運動

教科化への対応（道徳教育推進事
業）

４年に一度、社会科副読本「わたしたちのあみ」の改訂作業を行い、子どもたち自身が住む阿見町の様子や人々の暮らし、仕事、
歴史を学ぶ資料として効果的な活用に努める。

中学２年生を対象に茨城県の伝統や文化等を学ぶことができる機会を作り、子どもたちの郷土への愛着心や誇りを育む。

町内すべての小・中学生を対象に、予科練平和記念館の見学を実施する。「阿見と予科練」などの冊子や記念館の収蔵資料を展
示紹介し、海軍とともに発展してきた歴史や戦史について学んでもらう機会を提供する。

各校の道徳教育推進教師が中心となり、道徳教育パワーアップ研究協議会を実施する。

各種通信を活用して、道徳の授業の様子を発信し、家庭や地域でも道徳教育が充実できるよう支援する。また、学校の実状に合
わせ、道徳の授業を公開する。

各小学校において、地域の大人同士、子ども同士が円滑なコミュニケーションを図りながら、あいさつ・声かけ運動を実施する。

学校の教育活動全体を通して行うことを全職員で共通理解できるように「全体計画」及び「別葉」を作成する。
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文化課

文化課

文化課

文化課

図書館

指導室

生涯学習課

指導室

指導室

指導室

生涯学習課

文化課

文化課

指導室

指導室

指導室

生涯学習課

指導室

生涯学習課

中央公民館

中央公民館

自然に触れ合う体験学習（総合学
習・理科）

体験活動事業

児童生徒作品展事業

□識者意見□

（綾部）
目標指標は令和10年度の達成値に近づいてきていますが、目標値自体が若干高めではないかと感じています。具体的施策については、現状の良い点を維持することが大切だと
考えます。
（野呂）
発達段階における多様な指導法を取り入れる等指導力向上やいじめ問題を主体的に考える時間等の課題は引き続き取り組んでいただきたいと思います。児童生徒作品展や県
主催の芸術祭や合唱コンクールの参加等は児童生徒の励みになると思います。授業時間の配分等苦慮していると推察しますが配慮をお願いします。
（中島）
多様な指導方法を取り入れ、道徳授業をこれまで以上に工夫して実施されたことで良い成果があげられたものと理解します。道徳教育については今後も授業改善の取組を継続し
て頂きたいと思います。

いじめ問題は社会問題であり、現状把握と対策を徹底していく必要があります。高い目標値ではありますが、達成に向け、道徳教育や郷土教育を通じて、児童生徒の豊かな心を
育む指導を継続してまいります。また、多様な指導方法を取り入れた授業改善を進めるとともに、体験活動や児童生徒作品展に引き続き取り組み、探求心や興味関心を育みま
す。

□今後の進め方□

ボランティア活動事業

交流活動事業

予科練平和記念館見学

戦争と平和について考える講演会

広報事業

人権教育講演会

平和記念式典派遣事業

文化部活動の支援

県芸術祭

ふれあい地区館事業を通じて、昔遊びやゲーム大会など、児童生徒・保護者・高齢者が地域で相互の親睦を深める。

いつでも、どこでも、だれでも参加できるような届ける生涯学習事業を実施する。

学社連携事業において、各学校で自然体験や社会体験などを実施し、多様な体験活動の充実を図る。

総合的な学習の時間や生活科、理科の学習において、自然に触れ合う体験的学習を実施する。

子ども会育成連合会を通して、児童福祉の増進を図ることを目的とし、子どもたちの社会参加や地域の人々とのふれあいを深
め、心身ともにたくましく育成する体験活動事業を実施する。

三世代交流事業（再掲）

ふれあい地区館事業

自然にふれあう体験活動（学社連
携事業）

総合的な学習の時間や道徳、特別活動において、地域のゴミ拾いなど、様々なボランティア活動に取り組む。

地域の高齢者から伝統芸能を学んだり、福祉施設や聾学校と交流したりする体験活動を実施する。

予科練平和記念館を見学し、平和の尊さ、命を大切にする感性豊かな心を育成する。

小・中学生等を対象とした、戦争と平和について考え講演会を実施する。

記念館は町の戦史を展示して理解を深めてもらうとともに、命の尊さや平和の大切さを考えてもらう施設として運営していること
など、予科練平和記念館の役割を広くＰＲする。

社会に残存する差別を正しく受け止め、人権尊重のための知識、技術及び態度を養うための講演会を開催する。

中学生を広島平和記念式典に派遣し、原爆被爆死没者への追悼の意を表するとともに、戦争の悲惨さ・平和の意義を正しく継承
する施策の実施・人材育成を行う。（平和教育の一環として、毎年、各中学校２名の生徒を広島平和記念式典に派遣し、その体験
を各校の全校生徒に向けて発表する。）

吹奏楽部、美術部、科学部に活躍の場を提供するなど、充実支援に努める。

各小・中学校の代表児童生徒の県芸術祭への参加を勧奨する。

児童生徒の豊かな感性を育む創作活動の成果を発表する機会として、児童生徒作品展を開催する。

各中学校の計画により、独自性を尊重した合唱祭を開催する。

新刊本や寄贈本の所蔵に努め、利用者のニーズに対応するとともに、今後は、さらに利用しやすい配架に努める。また、館内に
コーナーを設けて町内外の資料も継続的に収集保存していく。

舞踊発表会・チャリティー舞踊まつりの開催など、文化協会の事業を支援する。

地域の伝統文化を継承していくため、町民が行事や伝統芸能に触れる機会として、伝統芸能まつりを開催する。

合唱祭

資料選定購入事業

文化協会事業

伝統文化推進事業

ふるさと文芸検討委員会事業

まちづくり探検隊事業

読書感想文・感想画コンクールなどの作品を審査する「ふるさと文芸検討委員会事業」を実施し、子どものふるさと意識の醸成を
図る。

小学生を対象に夏休みを利用してまちを探検した内容を作品にまとめる「まちづくり探検隊事業」を実施し、子どものふるさと意
識の醸成を図る。
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２章　豊かな心と健やかな体を育む

第２節　体力づくりと食育を通じた健やかな体の育成

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 学校教育課 36.6% 50.0%
38.1%
35.8%

C
C

36.6% C

2 学校教育課 56.6% 67.0%
54.4%
47.5%

C
C

54.2% C

3 給食センター 98.4%
99.0%

以上
93.9%
96.0%

B
B

92.7% B

4 学校教育課

小学生
59.7％
中学生
70.8％

小学生
60.0％
中学生
75.0％

小66.2%
中70.4%
小70.8%
中75.4%

B
A

小学生
72.7%
中学生
73.8%

B

5 学校教育課 4.0% 3.5%
2.2%
4.0%

A
B

2.0% A

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

生涯学習課
A
A

A

生涯学習課
A
A

A

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

学校教育課
A
B

B

学校教育課
A
B

B

学校教育課
B
B

B

虫歯のない阿見町の児童生徒の割合
《歯科検診において虫歯のない児童生徒の割合の増加を目指す》
茨城県「学校保健統計調査」

肥満である阿見町の児童生徒の割合
《身体測定結果において肥満である児童生徒の割合の減少を目指す》
茨城県「学校保健統計調査」

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

阿見町の小学校スポーツテスト（Ａ＋Ｂ）の割合
《県で実施しているスポーツテストの総合評価（A～E）で上位のＡ及びＢと
判定された児童生徒の割合》県「体力・運動能力調査」

阿見町の中学校スポーツテスト（Ａ＋Ｂ）の割合
《県で実施しているスポーツテストの総合評価（A～E）で上位のＡ及びＢと
判定された児童生徒の割合》県「体力・運動能力調査」

阿見町の学校給食で茨城県産食材の占める割合
《茨城県産食材品目数/学校給食食材品目数×100》県「学校給食における
地場産物活用状況調査」

■目指す姿■

児童生徒は、地場産の食材を使ったおいしい学校給食や茨城大学（農学部）や生産者、関係機関等と連携した食育授業、学校体育、部活動、ス
ポーツ活動を通して健康と体力を身に付けています。

■取組方針■

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①健康な体づくりの推
進

時健康診断などを実施し、医療機関の受診や精密検査を促
します。

生の管理を行います。【再掲】

境の変化などにより多様化する健康課題の把握とその解決
に向けた取組を推進します。

児童生徒が、生涯にわたって運動に親しむ資質や能力の基礎をつくるため、学校体育の充実に努めます。
また、児童生徒の健康な体づくりを目指し、学校保健、健康教育の充実を図るとともに、食に対する正しい知識の定着と食習慣の改善を目指し、食育を推進します。
さらに、児童生徒が楽しくスポーツに取り組むことにより、体力や技術の向上が図られるよう、地域と連携した運動部活動の促進やトップアスリートによる指導の機会の提供などに
努めます。

■具体的施策■

１．学校体育の充実

②各種スポーツ大会
の開催 とができるような各種のスポーツ大会を開催します。

③スポーツ少年団や
スポーツクラブとの連
携

児童生徒の交流や指導者の指導技術などの向上を図りま
す。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①体力づくりの推進
的な運動・スポーツ活動への取組を促進します。そのため、
体力づくりを効果的に行うためにスポーツテストや記録会を
活用します。

実績

鹿島アントラーズフレンドリータウンデイズの参加案
内や、筑波大学バドミントン部講師のスポーツ教室
を行い、選手との交流を図った。

子ども会育成連合会事業を通じて、球技大会・バド
ミントン大会等を開催した。またスポーツフェスタ内
でのちびっこ相撲大会、マラソン大会で小学生部門、
ファミリー部門を開催した。

各小中学校において、スポーツテストの結果をもとに
体力アッププランを作成し、体力づくりを推進した。

実績

２．学校保健・健康教育

児童生徒及び教職員の健康の保持増進を図るた
め、必要な教材備品等を整備し、学校における健康
教育及び保健活動の充実に努めた。

定期点検業務を委託し、適切な環境衛生管理を行っ
た。プール水の検査は水泳授業を実施した阿見小・
第一小のみ実施した。

児童生徒の定期健康診断や、新１年生の就学時健康
診断を実施し、医療機関の受診や精密検査を促し
た。
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学校教育課
指導室

B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
A
A

A

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

給食センター
A
B

B

指導室
B
B

B

給食センター
A
B

B

指導室
B
B

B

給食センター
A
B

B

給食センター
A
B

B

給食センター
A
B

B

主に中学校において、外部講師を招いての性教育講
演会を実施した。

いきいき学校保健委員会を開催し、専門家の助言を
活用しながら学校保健の充実及び養護教諭の資質
向上に努めた。

①食に関する指導の
充実・食を大切にする
意識の醸成

食時指導や保護者への啓発に努めます。

を醸成するため、栄養教諭や養護教諭等との連携・協力に
より食に関する指導の充実を図ります。

④薬物・飲酒・たばこ
などに対する意識啓
発

などに対する意識を啓発します。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

３．食育の推進と安全な学校給食

実績

家庭には給食だより等で食育に関する啓発を行っ
た。地域の農家の方をゲストティーチャーとして招い
た。

給食の時間における指導や、教科等における指導に
より、児童生徒の望ましい食習慣の形成と食を大切
にする意識を醸成するよう図った。

年間指導計画を作成し、全小中学校において、栄養
教諭が食に関する指導を行った。

全ての小中学校において、外部の講師の方を招いて
薬物乱用防止教室を実施した。

②健康相談、保健指
導など学校保健の充
実

相談や保健指導、各種健診が効果的に実施されるよう養護
教諭の資質向上を図ります。

③思春期保健の充実
（性に関する意識啓発
の促進）

ことで、児童生徒の性に関する知識の定着を図ります。

④学校給食における
地産地消の推進

関する指導を実施し、地域の食文化や地域の食料生産、流
通、消費などに対する児童生徒の理解を醸成します。

の使用品数の拡大を図るとともに、地場産野菜などの収穫
時期を生産者と協議し、地産地消の献立を提供します。

②給食を通した食育
の推進

支えられていることや、自然の恩恵の上に成り立っているこ
との理解を深めます。

気持ちを育てます。

③安全で美味しい給
食の提供

（年２回）、衛生研修会の実施（年２回）、学校給食施設等定
期検査の実施（年３回）、食材及び調理品（１日２品目）の放
射能検査を実施し、安全で安心な給食を提供します。

茨城県産の食材使用率は、平成30年度以降90％
以上を維持し、令和7年度は92.7％となっている。
野菜等の収穫時期について生産者と協議し、新しい
食材を給食に取り入れた。

地域の産物を学校給食に積極的に活用した。栄養教
諭による食に関する指導により、児童、生徒へ地域
の食文化や流通、生産、消費等の知識の普及を行っ
た。

食品検査、ふきとり検査、食材及び調理品の放射能
検査、学校給食施設等定期検査を実施し、安全で安
心な給食提供に努めた。また、衛生研修会において、
衛生管理の知識習得を行った。

給食指導を通して、生産者や給食調理員への感謝
の気持ちを育てるよう努めた。

給食時間や教科等における授業により、食の成り立
ちの理解や、食に対する感謝の気持ちの形成のため
の食育指導を実施した。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

学校教育課
B
B

B

指導室
B
B

B

生涯学習課
B
B

B

指導室
生涯学習課

A
A

A

生涯学習課
A
A

A

生涯学習課
B
B

B

生涯学習課
B
B

B

生涯学習課
B
B

B

生涯学習課
A
B

B

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

担当課

指導室

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

指導室

指導室

□主な事業□

内容事業名

いきいき学校保健委員会事業

学校保健担当者会議

学校環境衛生管理業務

児童生徒健康診断業務

スポーツ協会・スポーツ少年団事
業

いきいきクラブ事業（総合型地域
スポーツクラブ）

あみスポーツフェスタ事業

青少年健全育成事業

町民マラソン大会事業

体力アップ推進事業

子ども会育成会によるスポーツ大会等の開催を支援する。

町総合運動公園を主会場としたマラソン大会を実施し、青少年の健全育成や、町民の体力増強を図り、健全かつ強固なスポーツ
精神を養う。

各学校において、体力アップ推進プランを作成し、学校教育全体を通して、体力の向上に努める。

性教育講演会 思春期の子どもたちが性に関する適正な知識を身につけられるよう、各小・中学校において、性に関する授業や講演会を行う。

健康診断、疾病予防、食生活向上といった児童生徒の健康実態を把握するとともに、学校医や専門家から助言をいただき、保健
衛生の習慣化と健康の保持増進を図る。

教育委員会保健担当者及び小・中学校養護教諭において情報共有をし、今後の健康診断等の効果的な実施に努める。

児童生徒の健康保持のため、飲料水・プール水・空気・照度・ダニ検査を実施し、環境衛生の管理を行う。

児童生徒の健康診断・新１年生の就学時健康診断を実施するとともに、医療機関受診を促し、児童生徒の健康増進を図る。

スポーツを通して町民の生活を豊かにするため、町民スポーツの振興と、各競技団体の育成強化を図る。

子どもから高齢者まで、誰もが気軽に参加し運動やスポーツに親しむことができる機会を提供する。

町民のニーズに沿った種目を取り入れながら、様々なスポーツが体験できる自由参加型のイベントを開催する。

４．地域と連携した運動部活動の促進

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①運動部活動の推進

費の一部を町が補助するなど、生徒のスポーツ技能向上と
アマチュアスポーツ精神の高揚を図ります。

運動部活動の充実を図るとともに、スポーツにより健全な心
技体を育成し、運動部活動を取り巻く環境の整備に努め、
魅力ある運動部活動となるよう努めます。

活動の支援・充実を図ります。

実績

阿見町部活動地域移行に関する検討委員会を開催
し、新たに男子バスケ・女子バスケ・卓球・剣道の四
競技の地域移行を進めた。

運動部活動運営方針を策定し、複数顧問制や部活
動数の見直しを行い、健全な運動部活動の運営が
できるよう努めた。

関東大会以上の大会に出場した中学校には町が経
費の一部を補助し、中学生のスポーツ活動の推進を
図った。

指導者の活用を図ります。

図るため、トップアスリートによる指導を行います。

②指導者の育成と資
質向上

上や運動を通して身につけるべき望ましい態度・マナー等の
定着のために、指導者の資質の向上と育成を図ります。

会やスポーツ少年団などの関連団体と連携して指導者の育
成を図ります。

③外部指導者の活用
と活動支援

アが活動しやすいよう環境を整えます。【再掲】

対する支援を行います。

※R06～
評価基準

バドミントン教室を開催し、児童のスポーツへの関心
を高める施策を行った。

野球やバドミントン、バスケットボールなどで外部指
導者の活用を図っている。

阿見町部活動地域移行ガイドラインに基づき、地域
指導者としての案内を行った。

人材バンクのパンフレットを各学校に配布し、登録者
の周知に努めた。

スポーツ協会・スポーツ少年団合同研修会（救急処
置AED等）を開催し、指導者技能の育成に努めた。

また、スポーツ協会で県主催スタートコーチ養成講
習等を周知し、指導者の資質向上に務めた。また、
参加者費用の一部を支援した。

※R05
評価基準
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指導室

指導室

指導室

学校教育課

給食センター
学校教育課

給食センター

指導室

給食センター

給食センター

学校教育課

指導室

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

□識者意見□

（綾部）
健康管理及び給食については、目標値を達成するような活動ができているように思います。体力づくりにおいては、学校での体育において運動負荷をかけるような場面も少なく
なっているようです。しかし、できれば成長期の身体機能の成長発達のために、全ての児童生徒が身体を動かす仕組みづくりを検討していただければありがたいです。
（野呂）
小・中学校のスポーツテストの結果目標値に対し実績値の低下が続いていることは推進事業（体力アップ推進プラン）を検討し実践に結び付けて下さい。
（中島）
スポーツテストの結果をもとに作成された体力アッププランを実施することで成果が上がったことは評価されます。
運動部活動における外部指導者の活用や地域移行に関しては、指導者の資質向上のための講習等を実施して頂きたい。

□今後の進め方□

近年、小中学生のスポーツテストの結果の伸び悩みが続いています。子どもたちが日常的に身体を動かすために必要な時間や場所が、温暖化による気候変動や情報機器の普及
による室内で過ごす時間の増加によって減少しており、これまでと異なる子どもたちの生活習慣の変化が要因の一つとなっています。学校体育や運動部活動の活性化などを通じ
て、児童生徒が日常的に身体を動かす習慣の改善に努めてまいります。
また、部活動の地域移行化は教職員の負担軽減にも繋がることから、引き続き他種目への展開に努めていきます。また、地域移行後の外部指導者の資質向上に向けた取り組み
の実施についても検討いたします。

人材バンクの登録者を紹介し、専門的な知識をもつボランティアの活用を促進する。

スポーツに対する児童生徒の意識向上やスキルアップを図るため、各種スポーツ教室を開催する。

スポーツを通して町民の生活を豊かにするため、町民スポーツの振興と、各競技団体の育成強化を図る。

町の生涯スポーツの現状について検討・協議を諮り、更なるスポーツ事業の推進を図る。

運動部活動の地域移行に向けた検討を行い、段階的な地域移行に取り組む。

連帯感や責任感を育み、健全な精神を育成するとともに、学校の働き方改革を推進するために複数顧問を配置する。

関東大会以上の公式大会に出場した中学校に対して大会参加経費の一部を支援（補助）する。

地場産物を活用した学校給食を実施し、児童生徒に生産者の理解や食に関する親しみを醸成する。

安全・安心な給食提供のため、各種検査を実施し衛生管理を行う。

人材バンク事業

スポーツ教室事業

スポーツ協会・スポーツ少年団事
業（再掲）

スポーツ推進委員支援事業

地域部活動検討委員会

運動部活動推進事業

中学生アスリート支援事業（大会
出場補助金）

地産地消事業

給食衛生管理業務

薬物乱用防止教室 各小・中学校において、薬物乱用防止教室を開催し、意識啓発を行う。

給食指導事業

食育推進事業

食育事業

学校農園事業

年間計画作成と巡回指導（食育事
業）

保護者参加型授業（食育事業）

学級活動の時間に給食センターの調理員や町農業振興課、農協の職員、茨城大学農学部の教員・学生をゲストティーチャーとし
て招き、発達段階に応じた食に関する指導を行う。

学校給食を通して食料の生産流通や地域の食文化及び適正な食生活の理解を深めるため給食だよりを発行する。

栄養教諭を中心として、食に関する教育（食育）を全小・中学校で実施する。

町内小学校ごとに学校農園で地元の特産作物を栽培・収穫し、生産体験による食育を推進する。

年間計画を作成するとともに、栄養教諭がすべての学校に訪問し、食に関する指導を行う。

全小・中学校へ栄養教諭を派遣し、保護者参加型の授業等を実施し、啓発に努める。
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２章　豊かな心と健やかな体を育む

第３節　生徒指導の充実と困難を抱える子どもへの支援体制の充実

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室

小学生
76.9％
中学生
76.2％

小学生
80.0％
中学生
80.0％

小82.1%
中78.5%
小79.7%
中65.0%

B
C

小84.3％
中83.9%

B

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

A

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

生涯学習課
B
A

B

おやこ支援課
B
B

B

各小中学校において、保護者のニーズや児童生徒の
実情に対応した家庭教育学級が開催できるよう、講
師を紹介する等の支援を行った。

校内フリースクールに不登校指導員を配置し、居場
所づくり、保護者支援の充実を図った。

個別の支援が必要な児童生徒については、定期的に
ケース会議を行い、きめ細やかな対応ができるよう
努めた。

定期的に学校生活アンケートを行い、児童生徒一人
一人の悩みや不安に早期に対応できるよう努めた。

複雑化・多様化している生徒指導上の諸問題につい
ては、組織として対応するよう学校へ指導助言を
行った。

■目指す姿■

すべての児童生徒は、家庭・学校・地域で温かく見守られ、いきいきと学んでいます。

②個々の児童生徒の
問題に対応したきめ細
かい生徒指導

える問題に対応し、きめ細かい指導を行います。

導力向上と、学校の組織的な指導体制の確立を図ります。

①個々の学校に適し
た指導体制の確立

するため、その地域・学校の実態に即して学校の方針・規準
を明確にした指導の体制を確立します。

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

「自分にはよいところがある」と答えている阿見町の児童生徒の割合
《児童生徒の自己肯定感》「全国学力・学習状況調査」

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

■取組方針■

社会経済情勢の変化に伴い子どもたちが抱える問題は複雑化・多様化しています。児童生徒が抱える様々な課題や問題に対応できるよう、生徒指導の体制充実に努めるととも
に、子どもの貧困対策なども含め児童生徒へのきめ細やかな支援により、誰一人取り残さない教育を目指します。
また、いじめや不登校などの問題に対しては、不安や悩み、ストレスなどの緩和を図ることが大切であることから、学校、スクールカウンセラー、教育相談センター（やすらぎの園）の
連携により、相談体制の充実を図ります。

■具体的施策■

１．積極的な生徒指導

実績

③健全な学級運営・学
校運営の支援

数の教員によるきめ細かな指導を行うなど、学級・学校の実
態に合わせて、助言・指導や人的整備を行います。

④家庭・学校の連携強
化

徒一人一人の特性や成長に合わせた支援を行います。

来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日
常的に行っている子ども（ヤングケアラー）が増加しているこ
とから、ヤングケアラーを早期に発見し、支援につなげていく
ため、保健福祉部の協力を得ながら実態把握に努めます。

指導室ややすらぎの園と連携し、18歳までの子ども
を対象に、本人や家族、関係者等からの児童相談に
対応している。必要に応じて、関係機関やNPO団体
と連携し、継続支援を実施した。また、ヤングケアラー
の早期発見や支援に繋げるため、ポスターやパンフ
レットを掲示し、周知を行った。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

A

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

A

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

教育相談センター職員による学校訪問日を設定し、
情報交換を密にするなど、連携強化に努めた。

各学校の生徒指導主事を窓口として、効果的な活用
を図ることができるよう努めた。

県の配置事業以外に町独自でスクールカウンセラー
を２名配置し、相談要望件数の増加に対応した。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①支援が必要な児童
生徒の早期発見と早
期対応

３．教育相談センター（やすらぎの園）の充実と活用

実績

見し、個に応じた適切な支援を行います。

２．相談体制の充実

③教育相談センター
（やすらぎの園）との連
携強化

強め、個に応じた対応と早期発見・早期対応に努めます。ま
た、教育相談センター指導員の各種研修会への参加を促進
し、研修を深めることにより、その成果を町内各学校へ提供
していきます。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①町独自で採用する
スクールカウンセラー
の効果的活用と相談
体制の充実

業によるスクールカウンセラー配置のされない町立学校す
べてに、町独自で採用したスクールカウンセラーを定期的に
派遣できる体制を充実させます。

やすいよう、効果的な活用を図ります。

②学校における日常
的な相談体制の充実

る日常的な教育相談の体制の強化を図ります。

早期発見、早期解決を図るため、日常的な相談体制の充実
を図ります。

実績

教育相談センター主催の研修に、多くの教職員が参
加し、情報の共有、共通理解に努めた。

全校においてタブレット端末による校内オンライン相
談窓口を開設し、不登校や問題行動の早期発見に
努めた。

茨城県教育研修センター主催の教育相談に関する
研修に教職員を派遣し、各学校の相談体制の強化
に努めた。

②スクールソーシャル
ワーカーの配置と効果
的な活用

カーを小・中学校に派遣し、支援を必要としている児童生
徒、保護者に対する支援を行います。

③相談体制の充実と
関係機関の連携強化

の連携など多様な相談機能を生かすとともに、医療関係や
各種の関係諸機関との連携を強化します。

※R06～
評価基準

④教育相談センター
機能の周知

し、その機能について広く周知を図ります。

付します。
パンフレットを作成し、小中学校への配付を行った。

町ホームページに教育相談センター、適応指導教室
（やすらぎの園）の情報を掲載した。

電話や来所での相談以外に相談員による家庭訪問
等も行い、家庭との連携強化、保護者の不安解消に
努めた。

教育委員会担当とスクールソーシャルワーカーの連
絡調整を密にし、学校や関連機関とも連携しながら
専門的な見地から指導・助言を行った。

※R05
評価基準
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担当課

指導室

指導室

指導室

指導室

生涯学習課

おやこ支援課

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

□識者意見□

（綾部）
生徒支援においては課題を持つ児童生徒の個別支援と共に、学校や地域単位の環境づくりも重要ではないかと思われます。達成度をB以上にするのは難しい内容かと思います
ので、現状を維持できるように望みます。
（野呂）
複雑多様な課題に対し児童生徒の悩みや不安を早期に対処、定期的にケース検討を行い細やかに対応することにより児童生徒に安心感を与え払拭させたことは良いと思います
が、これらの問題は見落としがちで細かな対応をお願いします。
（中島）
自己肯定感を持つ児童生徒の割合が増加したことは、これまで行ってきた取り組みの成果であると考えます。引き続き、児童生徒の悩みや不安を早期に把握し、適切な支援を行
う体制の強化に努めて頂きたいと思います。

□今後の進め方□

不登校生徒児童数は全国でも増加傾向にあり、継続的な支援が必要な状況です。相談体制の充実を図るために、令和8年度からスクールソーシャルワーカーを1名増員し、支援
体制の強化を図っております。スクールソーシャルワーカーのほか、スクールカウンセラーや不登校対策指導員についても、現状に見合った適切な配置がなされているかを検討し、
支援の充実に努めてまいります。
また、教育相談センター主催の研修会なども引き続き実施し、教職員のスキルアップを図ることで、児童生徒が安心して学校生活を送ることができる環境づくりに努めます。

町ホームページを活用して、電話やメールで相談できることなど、センターの機能について周知を図る。また、センターのパンフ
レットを小・中学校に配付する。

対応が困難な児童生徒の事案については、教育相談検討委員会を開き対応を検討する。教育相談センターのスーパーバイザー
として精神科の医師に出席していただき、効果的な支援の仕方について助言を受ける。

要請のあった学校にスクールソーシャルワーカーを派遣し、児童生徒が置かれた環境に働きかけたり、関係機関とのネットワーク
を活用するなど、福祉的な視点や手法による支援を行う。

毎月の生徒指導主事研修会に教育相談センターの所長も同席し、情報の共有、早期発見に努める。

教育相談センターの職員が各学校を定期的に訪問し、教員との連携を図りながら、いじめ・不登校等の問題行動の未然防止、早
期発見に努める。また県教育委員会の研修にも積極的な参加を促す。

教育相談機能の周知（教育相談セ
ンター事業）

教育相談センター検討委員会

スクールソーシャルワーカー派遣
事業

生徒指導主事研修会

教育相談センター相談員訪問事業

□主な事業□

事業名 内容

支援計画・指導計画の作成（生徒
指導推進事業）

組織的な指導体制の構築
（生徒指導推進事業）

個別の支援計画・指導計画を作成し、全職員で共通理解しながら、声かけを行う。個別の指導計画や支援計画を基に支援が必
要な児童生徒のケース会議などを行い、全職員で共通理解して指導を行う。

各学校長の経営方針のもと、児童生徒の実態に沿った組織的な指導体制を構築する。報告・連絡・相談・記録などを適切に行う
ことで、組織として明確な対応ができるよう努める。

家庭教育学級事業

生徒指導主事加配事業

不登校対策指導員配置事業

各小・中学校において、１年生の子どもをもつ保護者を中心に子育てについて学んだり話し合ったりする機会をつくり、家庭教育
を支援する。

少人数指導やティームティーチング（TT）、不登校や生徒指導加配など、学校の課題に対応して教員の配置を行い、一人一人の
児童生徒に指導助言を行う。

各中学校に不登校支援教室を開設するとともに指導員を配置し、不登校生徒が学校生活に復帰するためのサポートを行う。

生活アンケートの実施

教育相談センター研修事業

スクールカウンセラー配置事業

要保護児童対策地域協議会

すべての学校で定期的なアンケートを実施し、いじめ、不登校等の問題行動の早期発見に努める。

教育相談センター主催の研修（年間２回）に教員の積極的な参加を促し、教育相談のスキルアップを図る。

各中学校にスクールカウンセラーを配置する。
小学校は月に１回以上スクールカウンセラーを派遣して、カウンセリング等を行うとともに、中学校のスクールカウンセラーへ適宜
相談できるようにするなど、効果的な活用を促す。

虐待を受けている子どもを始めとする要保護児童の早期発見や適切な保護を図るための、情報交換や支援を行う。
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２章　豊かな心と健やかな体を育む

第４節　自立と社会参加を目指す特別支援教育の推進

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室 68.0% 80.0%
60.0%
98.0%

B
A

90.0% B

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
学校教育課

A
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

■具体的施策■

１．個々の教育的ニーズに対応した指導の充実

実績

特別支援教育支援員を対象として、「特別配慮を要
する児童生徒への適切な支援の在り方について」の
研修を行った。

④特別支援教育支援
員の配置 して児童生徒の学校生活支援を行います。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

２．就学前からの支援充実と発達障害に対する理解促進

実績

小中学校に特別支援教育支援員を45名配置し、児
童生徒の学校生活の支援を行った。

①支援を必要とする
就学前児童に対する
切れ目ない相談・支援
体制の充実

よる情報と、教育委員会との情報の共有化・連携により継続
した相談・支援体制の充実を図ります。

②県が実施する発達
障害に関する研修な
どへの参加促進

援方法について理解することによって、児童生徒一人一人
の教育的ニーズに応じた支援が行えるように研修を行いま
す。

■目指す姿■

すべての児童生徒は、家庭・学校・地域で温かく見守られ、いきいきと学んでいます。

②特別支援教育に関
する校内委員会の定
期的な開催

になる子・配慮を要する子」に対する具体的な支援方法につ
いて話し合いをもち、課題解決にあたります。

③特別支援学校、特
別支援教育コーディ
ネーターの活用

校の巡回相談の積極的な活用を図ります。また、特別支援
教育コーディネーターを校内研修の企画、校内の教員の相
談役、関係機関との連携調整など、校内の特別支援教育の
推進役として活用します。

特別支援教育コーディネーター会議を年６回実施
し、各校で情報を共有しながら特別支援教育の推進
を図った。美浦特別支援学校の巡回相談も積極的に
活用した。

校内支援委員会では、個別の配慮が必要な児童生
徒の支援や就学指導等について、定期的に検討を
行った。

①特別支援教育支援
員を対象とした障害の
特性や支援方法につ
いての研修の実施

いて、発達障害の理解に視点をおきながら、特別支援学校
の教員を講師に招き、研修を行います。

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

特別支援教育支援員の配置 《町内の学校要望数に対するカバー率》

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

■取組方針■

共生社会の形成に向けて、インクルーシブ教育システムの構築を目指し、支援を必要とする幼児・児童生徒一人一人の教育的ニーズに対応した指導ができるよう、関係機関との
連携を図りながらきめ細かな指導に努めます。
また、就学前からの切れ目ない支援体制が重要であることから、保健・福祉部門との連携を図りながら就学前児童の相談体制の充実に努めます。さらに、特別支援教育の理念や
発達障害に対する正しい理解の普及・促進に努めます。

児童生徒一人ひとりに適切な支援を行うことができ
るように、特別支援教育担当教職員に対する研修を
行った。

教育委員会担当指導主事が、町内の幼児教育施設
を訪問し、情報交換を行った。

③相談支援ファイルの
作成

めに、支援の必要なお子さんの情報を記したファイルを保護
者に作成していただき、学校や専門機関でのスムーズな引
継ぎや情報伝達に活用していただけるよう、情報を共有す
るファイルの作成を行います。

※R05
評価基準

※R06～
評価基準

各小中学校においては、相談支援ファイルを活用し
ながら、個別の支援計画を作成した。
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担当課

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

事業名 内容

相談支援ファイル

特別支援教育の研修

関連部門との連携による相談・支
援

専門家派遣事業

校内教育支援委員会

特別支援に関する研修

特別支援教育支援員配置事業

「相談支援ファイル」を活用し、乳幼児期からのお子さんの情報を記録することで継続的な支援を行う。

各学校への計画訪問時に、全職員に向けて特別支援教育についての指導を行う。

就学に不安を感じている保護者とスムーズに面談できるよう、保健・福祉部門と情報共有を行うなど、相談体制の充実を図る。ま
た、相談支援ファイルなどを活用し、情報を共有することで継続した支援を行う。

特別支援学校の巡回相談や県の「専門家派遣事業」の活用を図り、特別支援教育に対する教員の理解を促進する。

各学校において、個別の支援が必要な児童生徒についての共通理解や今後の指導についての検討などを行うため、定期的に
「校内教育支援委員会」を開催する。

□主な事業□

支援を必要とする児童生徒の増加に伴い、特別支援教育支援員のニーズも年々増加しています。引き続き人材の確保及び適正な配置に努めてまいります。また、適切な支援を
行えるよう、研修の機会を継続し、知識と資質向上を図ってまいります。

特別支援学級担当者研修会において、特別支援学校や茨城県教育研修センター特別支援課の専門家を招いた効果的な研修を
行う。

個別な支援を必要とする児童生徒の学校生活を支援するため、必要に応じて特別支援教育支援員を派遣する。

□識者意見□

（綾部）
阿見町では特別支援教育支援員の方が多く配置されており、各学校に行ってもきちんと対応されている様子を目にします。個々の児童生徒への対応は大変かと思いますが、引き
続き活動を進めて行っていただければと思います。
（野呂）
特別な対応が必要な児童生徒に対して就学支援や個別指導を定期的に行われたことや職員の研修は継続してください。特別支援教育指導員の配置については安定した支援員
の確保に努めてください。
（中島）
特別支援教育支援員の学校要望数に対するカバー率を目標値を上回る90％にまで増加させたことは評価されます。支援員が適切な支援を行えるために定期的に研修を受ける
機会を提供して頂きたいと思います。

□今後の進め方□
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３章　時代の変化に対応する能力を育む

第１節　時代の変化に対応した教育の推進

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室 １回/年 １回/年
１回/年
１回/年

B
B

1回/年 B

2 指導室 31.6% 35.0%
71.9%

(令和４年度)
—

71.9%
(令和４年度)

—

3 指導室 22.3% 32.0%
22.3%

(令和４年度)
—

22.3%
(令和４年度)

—

4 指導室 19.1% 26.0%
19.1%

(令和４年度)
—

19.1%
(令和４年度)

—

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

学校教育課
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

各学校のICT担当者を対象とした研修会を年5回開
催した。

タブレットの持ち帰り、デジタルドリルを活用しての家
庭学習の推進を図った。

発達段階に応じて、アプリ等を活用しながらプログラ
ミング教育を推進した。

スカイメニューのコンテンツを活用し、プレゼンテー
ション能力の育成に努めた。

ICT支援員を3名配置し、授業におけるICT活用の
支援を行うことで、学習環境の充実に努めた。

新たなコンテンツを導入する際には、外部講師や
ICT支援員による研修を行った。

デジタル教科書を中心として、ICT活用の推進を
図った。

外部の専門家を招いたり、動画を活用したりしなが
ら、メディアリテラシー教育を進めた。

小中学生の発達段階に応じて情報モラルに関する教
育を進めた。

■目指す姿■

児童生徒は、情報活用能力を効果的に使って学校生活を過ごしています。

■取組方針■

新型コロナウイルス感染症により、これまで進まなかった分野、領域においても、デジタルの活用が広がってきたことを受け、このような変化の激しい時代に対応できる児童生徒を
育てるため、教育現場におけるデジタル化を積極的に推進し、時代とともに求められる技術・技能の習得を促します。
また、進展するICT社会に対応していくため、情報セキュリティの強化に努めながら、積極的な学校情報化を推進します。

■具体的施策■

①メディアリテラシー
対策の強化・情報モラ
ル教育

報担当教員を対象とした実技研修会を開催します。

度を育成する情報モラル教育、情報手段を適切に活用する
教育の充実を図ります。

スマートフォンを利用する上での危険性について、児童生徒
及び保護者を対象にメディアリテラシー教育を実施します。

②ICTに関する指導
力の向上

支援するため、教科指導におけるICT活用の推進を図りま
す。

時の適切な研修を実施するとともに、継続的な研修の実施
に努めます。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

メディアリテラシー講習会の実施
《各学校で開催される、情報モラルに関する講習会の実施回数》

コンピュータ等の情報通信技術を活用した教育
《コンピュータ等の情報通信技術を活用した授業への満足度》
「令和３年度保護者アンケート」

自然体験やボランティア活動への参加
《学校教育における自然体験やボランティア活動への満足度》
「令和３年度保護者アンケート」

国際理解教育の推進
《国際教育や外国語によるコミュニケーション能力育成に対する満足度》
「令和３年度保護者アンケート」

１．情報活用能力を育てる教育の充実（ICTの活用）

実績

興味・関心・理解を促し、個に応じた学習を支援するために
非常に有効であるため、様々な教育用のコンテンツを活用
していきます。

の育成に努めます。

④学力向上支援シス
テム・コミュニケーショ
ンシステムの導入検討

進めることのできる学力向上支援のためのシステムの導入
を検討し、小・中学校児童生徒の学習機会の拡大を図りま
す。

③教科におけるICTを
効果的に活用した授
業の展開

支援等を行います。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

学校教育課
B
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

学校教育課
B
B

B

学校教育課
D
D

—

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

担当課

指導室

学校教育課

指導室

学校教育課

指導室

学校教育課

学校教育課

学校教育課

ICT環境は学校教育や校務運営を支える重要な基盤となっています。教職員・児童生徒が円滑にICTを活用できる環境の整備に努めてまいります。また、ICT機器を導入するだ
けでなく、教職員・児童生徒が安心して利用出来るようにするため、教職員には情報セキュリティに関する研修を継続して実施するとともに、児童生徒に対しては、メディアリテラ
シー教育や情報モラル教育を行ってまいります。

デジタル教科書、電子黒板、タブレット等を用いてICT活用を推進する。

すべての小・中学校において、外部講師を招聘してのインターネット・スマートフォンの安全教室を実施する。保護者に向けては、
家庭でのルールづくりを促す。

□識者意見□

（綾部）
保護者アンケートの結果が令和４年度から更新されていないため、評価がしづらいのですが、ICT環境は年々確実に整備されていると感じます。今後はAI利用についても教育す
る必要があるかと思われます。
（野呂）
ICT社会の一員として情報社会の中正しく読み取る力が必要と感じます。児童生徒のICTを活用する研修の中、メディアリテラシー教育について授業の中に取り入れるのも一考
と思います。
（中島）
児童生徒が正しくICTを活用するために情報モラル教育を受けることは必要不可欠であるため、発達段階に応じた情報モラル教育を定期的に実施して頂きたい。また、教員に対し
ても情報セキュリティーに関する研修を定期的に実施して頂きたいと思います。

□今後の進め方□

学校と保護者をつなぐ連絡手段をデジタル化する連絡アプリの導入を図る（学校からのお便りやプリント、緊急連絡などをスマー
トフォン等で受け取れる）。

学校情報セキュリティポリシーの導入により、ウイルス対策、フィルタリングの設定、無線LANのセキュリティ対策、セキュリティ
キーの採用などの必要な情報セキュリティ対策を実施する。

児童生徒一人一人がそれぞれに１人１台端末を活用できるよう、タブレットの配備及び大容量通信が可能な環境整備を行う。

オンライン学習ソフトを活用し、家庭学習を通した学力向上支援を図る。

最適なICT環境を実現するため、授業支援や機器設定、ICT化による教員の業務負担軽減を図るためにICT支援員を配置す
る。

連絡ツールアプリ導入（連絡手段
のデジタル化）事業

情報セキュリティ対策事業

ICT環境の整備
（ICT活用推進事業）

ICTによる家庭学習（ICT活用推
進事業）（再掲）

ICT支援員の配置（再掲）

児童生徒が1人1台端末を活用して学習ソフトによる
個別学習を行えるよう、ICT環境の維持・整備を実
施し、効果的な学習活動の推進に努めた。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

２．教育ICT環境の整備

実績

①学校のICT環境の
整備充実

業を行いながら、一人一人の教育的ニーズや学習状況に応
じた個別学習を行い、すべての児童生徒が情報の編集を経
験しながら多様な意見にも即座に触れられる環境を実現す
るため、１人１台端末の環境維持に努めます。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①情報セキュリティ対
策の推進

人情報のコンピュータネットワーク上での使用については、
機密性が重要であることから、情報の漏洩がないようシステ
ム上の管理、運用上の管理の徹底を図ります。

で、学校以外の場所で業務を行えるよう、機器・システムを
整備します。

３．学校情報化の推進（校務のデジタル化）

実績

学校以外の場所で業務を行える環境の整備には
至っていない。

阿見町教育情報セキュリティポリシーに基づき、セ
キュリティ対策を実施し、個人情報の漏えい防止に
努めた。

□主な事業□

事業名 内容

※R06～
評価基準

ICTを活用した授業（ICT活用推
進事業）

授業へのICTの導入（ICT活用推
進事業）

スマホ・ネット安全教室

デジタル教科書を導入し、学習に対する興味・関心を高める。また、プログラミング教育用コンテンツを活用し、プログラミング的
思考の育成を図る。

※R05
評価基準
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３章　時代の変化に対応する能力を育む

第２節　社会の変化に対応できる子どもの育成

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室

小学生
80.3％
中学生
68.6％

小学生
85.0％
中学生
75.0％

小83.3%
中68.0%
小81.4%
中65.0%

C
C

小82.3%
中68.6%

C

2 指導室
平均

37事業所
(令和元年度)

平均
40事業所

未実施
県外で実施

D
ー

県外で職場体
験実施

ー

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

生活環境課
A
A

A

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
C
C

C

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
C
C

C

指導室
C
B

B

指導室
B
B

B

国や県の研修会や講習会への派遣については、実
施できなかった。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

④環境教育のリー
ダーとなる教員の養成

員を派遣するなどして、環境教育の指導法の充実を図りま
す。

①キャリア発達に繋が
る多様な体験学習の
充実

活動、ボランティア活動などの多様な体験学習を充実させる
ことで、キャリア教育を推進します。

実績

②中学生社会体験事
業の推進

携を図り、職場体験学習を充実・推進します。

２．キャリア教育・職業教育の推進

小中高の発達段階に応じて、キャリアパスポートを活
用したキャリア教育を推進した。

各中学校の実態に応じて、職業人からの情報収集を
行った。

中学校において、県外での職場体験を行ったが、地
域での職場体験学習は実施しなかった。

校外学習や職場体験活動、専門家から話を聴く機会
を設け、キャリア教育を推進した。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

１．環境教育の充実

実績

①体験活動を通じた
環境教育の推進

験・リサイクル活動などに取り組むとともに、地域の環境に
関する施設や地域の協力者と連携を深めます。

■目指す姿■

児童生徒は、地域の自然・郷土をよく知り愛着をもって暮らしています。また、社会の一員としての役割をよく理解しています。

■取組方針■

持続可能な脱炭素社会に向けて、霞ヶ浦などの地域資源を活用し、地域の課題や身近な課題を体験的に学ぶ環境教育を推進します。
また、産業・経済の構造変化や雇用の多様化などが進む中、より早い段階で勤労観、職業観を醸成するとともに、児童生徒一人一人が自らの責任でキャリアを選択していくことが
できるよう、地域の特色を生かした職業体験などを通した職業教育、キャリア教育を推進します。

■具体的施策■

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

将来の夢や目標をもっている阿見町の児童生徒の割合
《将来の夢や目標をもっている児童生徒》「全国学力・学習状況調査」

職業体験協力事業所数
《各中学校で実施する職業体験への協力事業所の平均》

学習など、地域の課題や身近な課題と関連づけた取組を推
進します。また、霞ヶ浦環境科学センターの活用など、関係
機関との連携を深めます。

かすみクリーンセンターの見学など、総合的な学習の
時間を中心として、環境に関する体験活動を行った。

③学校で取り組む環
境対策

策として、新エネルギーやエコ、５Ｒ、などについての教育（Ｅ
ＳＤ）を進めます。

取り組む態度を身に付けた持続可能な社会づくりの担い手
を育む教育を推進します。

１0月18日に、NPO法人水辺基盤協会の協力を得
て、小野川探検隊交流事業として、霞ケ浦でのボート
乗り・小魚つり体験会を実施し、自然体験を通して水
質の現状や水質浄化に対しての環境教育を推進し
た。

②霞ヶ浦をテーマにし
た環境教育の充実

総合的な学習の時間や理科、社会の学習において、
身の回りの環境についての関心を高めた。

総合的な学習の時間や理科、社会の学習において、
ESDについての具体例を学んだ。

職場についての関心と理解を高めます。そのなかで、地域
社会で他人との係わりや思いやり、社会のルールなどを学
ぶ機会をつくります。

が記述することで、児童生徒自身の学習状況やキャリア形
成を見通したり、蓄積した記録を振り返ることができるキャリ
ア・パスポートを導入します。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
C
C

C

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

担当課

指導室

生活環境課

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室

実績

生徒会交流事業

議会見学

キャリアパスポート事業

職場体験ガイドブックの活用（中学
生社会体験事業）

職場体験ガイドブックをもとに、電話の応対やあいさつの仕方など、社会のルールを学ぶ機会の充実を図る。体験活動の内容を
共有する場を設けることで、様々な職業への理解を深める。

３．主権者教育・消費者教育の充実

地域の多様な機関と連携を図ることはできなかった。

児童生徒の発達段階に応じて、クーリングオフや消
費者被害への対応についても理解を深めた。

町内中学校では社会科の授業の一環として、町議会
の見学を行った。主権者教育の実施については、政
治的中立の確保に努めた。

道徳や社会科の時間を中心として、模擬選挙など、
発達段階に応じた主権者教育を行った。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①主権者としての自立
と社会参画の力の育
成

して必要とされる基本的な資質を養うため、教科、道徳科、
総合的な学習の時間、特別活動などの時間を活用し、主権
者教育の充実を図ります。

者として必要な知識、能力、態度が身につくよう取り組んで
いきます。

②消費者教育の推進

役割についての理解を図り、計画的な金銭管理や消費者被
害への対応等を全教科にわたり指導します。

質の高い消費者教育を推進します。

□識者意見□

（綾部）
環境教育やキャリア教育・職場体験など、小中学校の教育範囲として幅広い内容についても活動を進めており大変かと思われます。中学生の職場体験については、今後少しずつ
でもよいので実践できるようになればと思われます。
（野呂）
身近な自然環境が整う位置で学校が取り組む環境教育に関心を持たせて生徒自ら体得したと思います。引き続き教育の推進をお願いします。
職場体験学習は仕組みがわかる位置と考えます。引き続き学習ができるようにお願い致します。
（中島）
地域での職場体験学習はキャリア教育だけでなく、地域をよく知る意味でも重要な学習であると考えます。令和6年度以降に県外で職場体験学習を実施している理由を記述すべ
きと思います。

中学校第１学年において、地域の事業所の協力を得て、職場体験学習を実施する。

年間指導計画に基づき、各学校において多様な体験学習を取り入れたキャリア教育を行う。（職業についての調べ学習、多様な
職業の方の話を聞く会、職場体験学習など）

教員に向けて、文部科学省や茨城県教育研修センター主催の研修への参加を推進する。

主に社会科や理科、技術・家庭科等の授業において、再生可能エネルギーや再利用、ＥＳＤに関する教育を実施する。

身近な河川の水質調査体験教室

校外学習・社会科見学

小学校において、町生活環境課と連携を図り、身近な環境学習への取組や発達段階に応じた校外学習等で霞ヶ浦環境科学セン
ターや霞ヶ浦周辺の自然、地層の見学を実施する。

生活科や総合的な学習の時間などにおいて、町クリーンセンターの見学や、多様な自然体験活動に取り組む。

□今後の進め方□

職場体験学習は、令和6年度以降は県外で実施している宿泊学習内で実施しています。様々な市町村からの体験型研修を受け入れている施設であるため、受け入れる側の指導
体制が整っていることから効果的な学習が実践できていますが、地域の特色を知る機会を作る意味でも、近隣や地元での職場体験学習の再開を目指してまいります。再開にあ
たっては、関係各課や地域の事業者等と連携し、幅広い業種から協力を得られる体制を整えることで、生徒が様々な職業を体験できる機会の確保に努めてまいります。

※R05
評価基準

□主な事業□

事業名 内容

キャリア教育推進事業

環境学習指導者講座

環境教育

※R06～
評価基準

職場体験学習（中学生社会体験事
業）

３中学校の生徒会が交流を図り、よりよい学校づくりを目指した情報交換を行う。

町議会を児童生徒が傍聴することにより、主権者となる意識の醸成を図る。

小学校から高等学校までの学習状況などを記録したキャリアパスポートを導入する。
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３章　時代の変化に対応する能力を育む

第３節　多様性を受け入れる人を育む教育の推進

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室 93.0% 95.0%
95.1%

小89.6%
中94.3%

B
C

小75.8%
中77.0％

C

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

生涯学習課
A
A

A

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B
学校教育活動全体を通して、男女平等の視点に立っ
た教育の充実を図った。LGBTQ等の理解の促進に
努めた。

学校教育活動全体を通して、ジェンダーフリーの視
点に立った教育の充実を図った。

道徳や特別活動、社会科を中心として、男女共同参
画社会についての理解を深めた。

様々な人権課題に関する講演会を２回開催し、人権
について関心をもってもらうとともに、正しい知識を
身につけてもらう機会を提供した。（参加者数　１回
目：47人　2回目：210人）

①男女共同参画事業
の推進

揮できる男女共同参画社会の形成を目指した教育を推進し
ます。

学校教育全体を通して、男女平等の視点に立った教育の充
実が図られるよう、指導の充実に努めます。

等、男女共同参画の理解を促す教育の推進に努めます。

■目指す姿■

児童生徒は、多様性を認め合い、新たな価値を創造していく力や、社会の持続可能な発展を担う力を身につけています。

■取組方針■

すべての人が差別されることのない地域社会を目指し、人権尊重の視点に立った人権啓発に取り組むとともに、児童生徒一人一人の人権尊重の精神を育成する人権教育を推進
します。
また、男女共同参画社会の形成を目指し、男女共同参画の視点に立った学校教育を推進します。さらに、多文化共生の理念を踏まえた国際交流活動、姉妹・友好都市交流を推進
します。

■具体的施策■

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

「自分と異なる意見や少数意見を大切にしている」阿見町の児童生徒の割合
《他者尊重・他者理解》「全国学力・学習状況調査」

１．人権教育の推進

実績

２．男女共同参画社会の形成

実績

年間計画に基づき、人権意識の高揚を目指した教職
員研修を実施した。

各中学校の代表生徒を広島平和記念式典に派遣し
た。

LGBTQ等に配慮しながら、人権教育全体計画、年
間指導計画の見直しを行った。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①人権教育の推進

全体を通して人権教育を推進します。

念式典派遣事業を継続して実施します。

指導力の向上を図ります。

す。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
A
A

A

指導室
学校教育課

D
B

B

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

担当課

生涯学習課

指導室

指導室

町民活動課

指導室

指導室

指導室

指導室
国際交流協会

指導室
学校教育課

（綾部）
目標指標が令和７年度に下がっていることについては、検討が必要かと思われます。具体的施策については今後も継続することを希望します。
（野呂）
英語の表現能力の向上のため美浦中学校とのプレゼンテーションや県南英語プレゼンテーションに出場するなど語学能力を高め国際社会の一員としての自覚を感じ取ったと思い
ます。道徳やLGBTの理解推進は継続して取り組んでください。
（中島）
各々の取り組みは成果を上げていると理解しますが、目標指標の実績値が前年度と比較して大きく減少しています。「全国学力・学習状況調査」の調査内容について精査が必要
と思われます。

□今後の進め方□

「他者尊重・他者理解」の調査結果が大幅に低下してしまいました。低下要因を精査し、改善に向けた新たな取り組みを検討するほか、引き続き人権教育講演会の開催や人権教
育推進事業の充実に努め、多様性を認め合い、受け入れる人を育む教育を推進してまいります。

内容事業名

国際理解・諸外国との交流により、社会変化に主体的に対応できる心豊かな生徒を育成する。中学生対象で、隔年でスーペリア
市と柳州市においてホームステイを実施する。

総合的な学習の時間などで国際理解を深めることができる活動を取り入れる。また、中学校では、スーペリア市・柳州市からの訪
問団と交流を図る。

オンライン学習による日本語指導を通じて、日本語初期指導と支援体制を充実させることで、将来、経済的、社会的に自立し、茨
城県と母国の懸け橋となるグローバルな人材育成を行う。

日本語の理解が困難な児童に対して、個別の支援を実施する。

□識者意見□

中学生海外派遣事業

国際交流活動

グローバルサポート事業

日本語指導支援

男女共同参画の視点に立った教
育事業

３．多文化共生の推進

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①外国人児童生徒等
の教育の充実

受け入れが多くなっていることを踏まえ、一人一人の実態を
的確に把握して、児童生徒が自己実現を図ることができる
ように配慮します。

実績

県のグローバル・サポート事業を活用し、筑波大学
生からオンラインでの日本語指導を受けた。

②国際交流活動との
連携

め、互いに尊重し合い、広い視野をもって異文化を理解し
共に生きていこうとする姿勢を育てます。

の連携を深めます。

図っていきます。

国際交流協会から講師を派遣していただき、中学生
の英語表現力の向上に努めた。朝日中学校が県南
英語プレゼンテーションフォーラムに出場することが
できた。

国際交流協会から講師を派遣していただき、美浦村
と合同で中学生英語プレゼンテーションフォーラムを
開催した。

総合的な学習の時間や道徳の時間等における国際
理解教育を通して、児童生徒の異文化理解に努め
た。

③国際化への対応
め、アメリカ合衆国ウィスコンシン州スーペリア市及び中華
人民共和国広西壮族自治区柳州市でのホームステイを実
施します。

アメリカ合衆国ウィスコンシン州スーペリア市への
ホームステイを実施し、来町した中華人民共和国広
西壮族自治区柳州市と交流した。

学校教育活動全体を通して、性別にとらわれずに互いを尊重し合う、男女共同参画社会の形成を目指した教育を推進する。人権
教育の年間計画を基に、男女の分け隔てなく、一人一人の個性を生かした教育が行われるように、学校全体で取り組む。

男女共同参画センターにおいて、男女共同参画社会の形成を目指した教育を推進する。

中学生を広島平和記念式典に派遣し、原爆被爆死没者への追悼の意を表すとともに、戦争の悲惨さ・平和の意義を正しく継承す
る施策の実施・人材育成を行う。（平和教育の一環として、毎年、各中学校２名の生徒を広島の平和記念式典に派遣し、その体験
を各校の全校生徒に向けて発表する）。

茨城県人権室の訪問指導を定期的に実施するとともに、各学校において人権教育の全体計画、年間指導計画を作成し、人権教
育を推進する。

社会に残存する差別を正しく受け止め、人権尊重のための知識、技術及び態度を養うための講演会を開催する。

※R05
評価基準

※R06～
評価基準

□主な事業□

男女共同参画センター事業

平和記念式典派遣事業（再掲）

人権室訪問・人権教育推進事業

人権教育講演会
（再掲）
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４章　多様な連携でまちの教育力を高める

第１節　地域と一体となった開かれた学校づくりの推進

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室 平均４日/年 平均10日/年
平均7日/年
平均6日/年

B
B

平均6日/年 B

2 指導室

小学生
57.9％
中学生
43.2％

小学生
65.0％
中学生
50.0％

小55.3%
中38.5%
小79.0%
中74.3%

C
A

小79.6%
中76.1%

B

※全国学力・学習状況調査の質問項目が変わり、《地域への愛着》については ※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う」と答えた割合で算出 「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

生涯学習課
A
A

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
学校教育課

A
A

A

指導室
A
A

A

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

１．地域人材の積極的な活用

実績

学校のホームページを通して、児童生徒の活動の様
子を公開した。学校評価はスクリレで発信した。

広報あみやホームページへの掲載のほか、あみメー
ルやスクリレも活用して情報発信に努めた。

ホームページの更新については、ICT支援員を活用
し、教職員の負担軽減に努めた。地区の回覧文書は
エコ、教職員の負担軽減の観点から縮小した。

学校のホームページを通して、グランドデザイン（運
営方針）等の情報を公開した。

を地域へ発信します。

■目指す姿■

地域ぐるみの教育が広がり、学校・家庭・地域が一体となって児童生徒を育んでいます。

■取組方針■

学校と地域が目標やビジョンを共有し、地域と一体となった学校づくりに努めます。また、学校の地域拠点としての役割を見直すとともに、地域全体の教育力向上を図る観点から、
地域に開かれた学校づくりを推進します。
さらに、地域との多様な交流を促進しながら、地域人材の積極的な活用と地域に向けた情報の発信に努めます。

■具体的施策■

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

地域の方が参加できる学校公開日の平均日数
《町内の小・中学校で、１年間で行う学校公開日の平均日数》

「今住んでいる地域の行事に参加している」と答えた阿見町の児童生徒の割
合《地域への愛着》「全国学力・学習状況調査」※

①地域住民との交流
促進

民が主体的に活動を行うコミュニティ・スクール（学校運営
協議会）のサポートや、地域住民の協力を得ながら行う学社
連携事業を推進します。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

②教育委員会ホーム
ページによる情報発信
の充実

す。

①学校ホームページ
の充実などによる情報
発信

ど、学校における様々な情報を積極的に発信します。

２．地域に向けた情報の発信

実績

学校運営協議会が設置されている５校（阿見第二小
学校、君原小学校、舟島小学校、阿見第一小学校、
本郷小学校）のサポートを行った。また、知識や経験
が豊富な地域住民に学校への協力を仰ぎ、学社連
携事業の推進に努めた。

42



担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

生涯学習課
B
B

B

指導室
B
B

B

中央公民館
D
C

C

指導室
B
B

B

生涯学習課
B
B

B

生涯学習課
B
B

B

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

担当課

中央公民館
生涯学習課

生涯学習課

学校教育課
指導室

学校教育課
指導室

中央公民館

指導室

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

学校ホームページ等支援事業

コミュニティ・スクール（学校運営
協議会）

地域交流活動（学社連携事業）

豊かな知識や経験を有する地域人材を講師や支援者として学校へ招き、学校教育活動の充実を図るとともに、社会教育との融
合を図る。

地域の人がもつ技術・技能・知識などを町民の学習に活用するため、人材バンクの登録を進める。

学校における体験活動に、ニーズに応じた地域の人材を紹介するなど活用を図る。

人材バンク事業

地域の人材活用（人材バンク）事
業

再任用制度

学校支援ボランティアの養成

教育情報発信事業

３．学校教育への支援体制の充実

実績具体的施策細目 具体的施策細目の内容

地域人材を活用した様々な活動が実施できるよう、
学社連携事業のサポートを行った。
また、人材バンクに知識や技能を持った方々に登録
してもらい、その情報を学校に周知し、活動の支援
を行った。

調査・研究を進めます。

②人材バンク・学社連
携事業の充実

を生かした学習支援体制を学校のニーズに応じて推進しま
す。

①地域住民による学
校支援ボランティアの
養成

能力の向上や規範意識の醸成を図るため、学校と地域住民
や様々なボランティア団体を繋ぎ、地域に根ざした教育を促
進します。

支援を希望する小・中学校に配置します。

学校支援ボランティアの養成や資質の向上を図ります。

学校教育活動の充実を図るため、各学校のニーズに
応じた地域人材の紹介を行った。

学校運営協議会が設置されていない学校に対して、
事業の説明や学校の現状を把握するためのヒアリン
グを行った。また、次年度設置する学校に複数回訪
問し、きめ細やかなサポートを行った。

各学校の要望に応じて、情報の提供に努めた。現状
は退職教員が減少しており、人材は不足している状
況にある。

各ふれあい地区館の様々な事業を情報交換の場と
して事業を展開し地域コミュティの活性化を図った
が、ボランティアの養成までには至らなかった。

県立医療大学や茨城大学農学部と連携を図った。

※R05
評価基準

ふれあい地区館事業の三世代交流・奉仕作業などを通して学校の教育活動を支援する地域の人材を養成する。

町の教育情報を広報紙・ホームページに掲載する。

ホームページの更新業務などについては、学校間の格差を是正するため、ICT支援員の配置などにより、現場の負担軽減に努め
る。

※R06～
評価基準

学校教育を支援する人材を確保するため、退職教員を再任用する。

学校の抱える諸問題の解決や児童生徒の望ましい成長をより一層支援するために、学校と地域が学校運営の目標・ビジョンを共
有し、共に力を合わせて学校運営に取り組めるよう、コミュニティ・スクール（学校運営協議会）を拡充する。

ふれあい地区館事業や学社連携事業において、地域住民の協力を得ながら、社会体験活動、スポーツ交流、移動学習など、地
域住民との交流促進を図る。また、休業日の学校施設開放を実施する。

□主な事業□

事業名 内容

学社連携事業
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学校運営協議会（コミュニティ・スクール）については、令和8年度に全小学校に設置し、令和9年度には中学校全3校に設置され、全小中学校での設置が完了する予定となってお
り、全小中学校での設置を進めてまいります。未設置の学校は引き続き設置に向けて、地域との連携強化・課題の精査を行ってまいります。

□識者意見□

（綾部）
各小中学校が工夫しながら地域住民と連携を図っている様子が伝わってくる結果でした。保護者にとってはスクリレ、地域住民にとっては回覧板等で学校の様子を伝えていくこと
が、小中学校を通した阿見町民のつながりをつくることにつながっていると感じています。今後も引き続き活動を継続するようお願いします。
（野呂）
学校運営協議会の未設置の学校は課題を精査し地域と連携し（人材の発掘等）設置を進めることをお願い致します。ホームページ等更新作業は支援員の活用を図り教職員の業
務軽減対策は重要と考えます。
（中島）
「今住んでいる地域の行事に参加している」と答えた児童生徒の割合が年々増加しており、地域住民との交流が促進されていると理解しますが、一方で学校区間で差が生じてい
ないか心配されます。

□今後の進め方□
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４章　多様な連携でまちの教育力を高める

第２節　家庭・地域の教育力の醸成・向上

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 生涯学習課 — 50学級/年
30学級/年
31学級/年

B
B

37学級/年 B

2 生涯学習課 227件/年 300件/年
195件/年
128件/年

B
C

203件/年 B

3 生涯学習課 １回/年以上 １回/年以上
1回/年
1回/年

B
B

1回/年 B

4 生涯学習課 209回/年
(令和元年度)

230回/年
218回/年
247回/年

A
A

185回/年 C

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

生涯学習課
A
B

B

生涯学習課
B
B

B

生涯学習課
おやこ支援課

A
A

A

図書館
B
B

B

指導室
B
B

B

学社連携事業の開催回数《学社連携事業により町内で行われた連携事業の
開催回数（教育委員会関連事業）》

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

家庭教育学級の開催回数
《子育てについて学んだり話し合ったりする機会をつくる》

人材バンクの活用件数
《町の紹介により人材バンク登録者が地域・学校・講座等に活用された件
数》

家庭教育講演会の開催数《家庭教育の講演会を年１回実施する》

■目指す姿■

すべての児童生徒が家庭を、安らぎのある楽しい場所と感じて過ごしており、親も子も、笑顔で毎日を過ごしています。

■取組方針■

家庭を取り巻く社会環境が変化し、家庭の教育力の低下が課題となっていることから、家庭の状況に応じたきめ細やかな支援及び社会や地域ぐるみの家庭教育支援に取り組むと
ともに、ＰＴＡ活動と連携した家庭教育力の向上を図ります。
また、家庭教育の支援は就学前から実施することが望ましいとの観点にたち、乳幼児期からの切れ目ない支援に取り組みます。
さらに、少子高齢化、人口減少が進展し、地域住民が一体となった地域づくりの重要性が高まっていることから、地域の教育力向上の支援を図ります。そのため、PTA活動、子ど
も会活動などの支援強化に努めます。本町の次代を担う青少年が、地域に貢献し活躍する場の提供や健全育成を推進します。

■具体的施策■

１．乳幼児期からの家庭教育の支援

実績

③就学前教育への支
援

るとの認識にたち、さわやかセンターや地域子育て支援セン
ターとの連携を図りながら、妊娠期から乳幼児期の保護者
を対象にした家庭教育に関する講座、講習会、セミナーなど
を実施します。

活用し、育児に関する情報や情報交換の場、学びの場、子
育て支援の場（ブックスタート事業）を提供します。

的に必要な指導と相談支援を行います。

①家庭教育のための
学習機会の提供

会など保護者に対して学びの場、相談の場、または、繋がり
の場を提供します。また、教育月間には、「教育の日」として
広く町民を対象に、教育講演会などの学ぶ機会を提供しま
す。

②PTA活動と連携し
た家庭教育

置し、ＰＴＡ活動とそれらを繋げるＰＴＡ連絡協議会の活動
を支援します。

担当指導主事やスクールカウンセラーが就学相談を
行い、不安の解消に努めた。また、就学学習会を開
催し、学校の支援体制について説明した。

出生届提出時に、保護者等に「ブックスタートパック」
引換券を配布。図書館で「ブックスタートパック」を受
け取っていただくか、1歳6か月児集団健診時に配
布。（129件実施）

生涯学習課では、マナーキッズ体幹遊び教室を実施
するとともに、未就学児も対象とした家庭教育講演
会を開催した。今後は関連課と連携し、内容の充実
を図っていきたい。
おやこ支援課では、マタニティクラスを計16回実施。
延べ妊婦111名、夫86名に対し、出産・育児に関す
る知識の普及を行った。

家庭教育学級に関して、説明会や講師の紹介等を行
い、活動を支援した。各学校では、食に関する講話を
はじめ、給食センターの見学や試食会、歯磨き教室
等が開催された。

家庭教育講演会と教育の日講演会を開催し、保護
者等に対して学びの場や繋がりの場を提供した。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

生涯学習課
B
B

B

生涯学習課
B
B

B

生涯学習課
B
A

B

生涯学習課
A
A

B

生涯学習課
A
B

B

生涯学習課
B
B

B

生涯学習課
B
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

生涯学習課
A
B

B

生涯学習課
中央公民館

B
B

B

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

担当課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

こども未来課
社会福祉協議会

こども未来課

□主な事業□

事業名 内容

地域子育て支援センター事業

ファミリー・サポート・センター事業

家庭教育学級事業（再掲）

教育の日開催事業（再掲）

家庭教育啓発事業（再掲）

家庭教育講演会（再掲）

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①保護者との連携

ツ大会などの各種事業を支援し、地域が連携して一体とな
るしくみを整えます。

向上を図ります。

どの事業を継続して支援し、学校区を越えたネットワークづ
くりを推進します。

２．家庭や地域との連携

実績

他団体の協力を得ながら、子ども会育成連合会主催
のバドミントン大会や体験活動を開催し、ネットワー
クづくりに努めた。

子ども会育成連合会を通じて、各地区の子ども会や
育成会活動を支援し、地域の教育力の向上を図っ
た。

子ども会育成連合会への支援を通じて、スポーツや
文化等多様な事業を実施した。

実績

３．青少年健全育成・体験活動

人材バンク登録者から、本郷小学校や君原小学校で
協力があった。コミュニティ・スクールの活動の中で、
地域人材による協力があった。

6月から翌年2月まで各小学校で週一回、放課後子
ども教室を実施した。

地域住民の協力のもと、様々な体験活動を子どもた
ちに提供することができた。

租税教室や交通安全教室、防災教室、町探検等と
いった学校の授業に、役場職員や警察官、地域住民
が講師や支援者としてかかわり、連携して地域の教
育力の向上を図った。

②体験活動の充実
な体験活動の機会を提供します。

※R05
評価基準

※R06～
評価基準

生涯学習課では、子ども会育成連合会への支援を
通じて、スポーツや文化、学びの要素のある様々な
体験活動を提供した。
ふれあい地区館事業及び公民館主催の少年少女
チャレンジ教室等で、料理教室、創作教室、移動学
習、その他様々な体験活動の機会を、町内児童生徒
に提供した。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①青少年の健全育成 声かけ運動など、町民の手による青少年の健全育成活動を
支援します。

②地域の教育力向上
のための多様な連携

様々な団体・個人が事業に係わり、連携して地域の教育力
の向上を図ります。

「学校と家庭と地域」が連携した事業を展開します。

学校で実施します。

大を目指します。

青少年相談員への支援を通じて地区巡視を進める
とともに、あいさつ声かけ運動を実施し、各種団体と
連携して、地域で児童生徒を見守る体制を維持構築
した。

共に育む「教育の日」講演会では、家庭教育力の向上や、現代の子どもたちを取り巻く環境などを中心とした多様なテーマを取り
あげ、意識啓発を図る。

子どもとの接し方や教育の仕方を身につけられるよう、保育園・保育所・認定こども園等を通じて保護者を中心にチラシを配付す
る。また、町民課と連携し、出生届提出者へ子育てに関するチラシを配付する。

家庭における教育力の向上を目指し、家庭教育講演会を実施する。

未就学児対象の子育て支援拠点である地域子育て支援センターにおいて、遊びを通して親子が交流できる場を提供するととも
に、育児情報の提供や子育て相談を行う。

地域の育児に関する相互援助活動（預ける人、預かる人両方が会員になり有償で援助するシステム）により、安心して子どもを育
てる環境づくりを目指す。

各小・中学校において、１年生の子どもをもつ保護者を中心に子育てについて学んだり話し合ったりする機会をつくり、家庭教育
を支援する。
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社会福祉課

おやこ支援課

図書館

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

中央公民館

中央公民館

生涯学習課スポーツ教室事業（再掲）

少年少女チャレンジ教室

自然観察事業

あいさつ・声かけ運動事業（再掲）

町内パトロール事業

学社連携事業

放課後子ども教室事業

花壇審査

体験活動事業（子ども会育成連合
会支援事業）（再掲）

バドミントン大会（子ども会育成連
合会支援事業）

ブックスタート事業

マタニティクラス（母子保健事業）

つぼみ教室
（障害児療育事業）

スポーツに対する子どもたちの意識向上やスキルアップを図るため、各種スポーツ教室を開催する。

子ども会育成連合会を通して、バドミントン大会の開催を行い、地域住民の理解と協力を高めて、児童福祉の増進を図る。

乳幼児のころから本に触れる機会をつくることで、本に親しむきっかけとなるよう、４ヶ月児健診時にブックスタートバックの手渡し
と絵本の読み聞かせを行う。

妊婦や、その家族が安心して出産・育児に取り組めるように、妊娠中の過ごし方、出産・育児に関する講義、演習を行う。

障害のある未就学児童の早期療育を支援するつぼみ教室を実施する。親子で参加する遊びを通し、子どもの発達に応じて成長
できるよう支援する。

□識者意見□

（綾部）
令和７年度実績値より、各項目が令和10年度の目標値に達するかは難しいかもしれないと感じます。しかし実際に多くの活動が確実に実施されているようですので、今後も継続
して実施できればよいのではないかと判断しました。
（野呂）
家庭教育はPTA活動、子ども会活動の中から講演会等学びの機会を周知させ保護者の参加を促す提案をすることを希望します。配慮を要する児童生徒の相談支援体制を整え
相談し易い環境づくりが大切と感じます。
（中島）
学社連携事業の開催回数が令和6年度と比較して大幅に減少した理由について説明する必要があると思います。家庭と地域の教育力向上を目指して、多様なニーズに合った機
会を提供できるよう支援体制を維持して頂きたい。

□今後の進め方□

学社連携事業については、各学校が主体となって実施していることから、学校の実態や活動内容等に応じて、実施回数が年度によって増減する現状にあります。昨年度について
は、読み聞かせの実施回数が減少したこと等が、事業全体の実施回数の減少に繋がった主な要因であると考えます。今後も学校主体の活動を支援するため、各学校のニーズや
実態を踏まえ、講師の紹介や活動内容の提案等を行うとともに、学校との連携を図りながら事業の充実に努めてまいります。
家庭教育講演会や教育の日講演を通じて、家庭教育力の向上を目指します。就学前教育については、マタニティクラスやブックスタートなどの事業を通じて、保護者の交流や学び
の場の提供にも努めます。

町内の公園などを青少年相談員がパトロールし、見守り活動を日常的に実践する。

豊かな知識や経験を有する地域人材を講師として学校へ招き、体験学習や交流事業など多種多様な学習活動を実施して、学校
教育活動の充実を図るとともに社会教育との融合を図る。

地域住民の参画を得て、様々な体験活動や交流活動を実施し、子どもたちの成長を支援することを目的に、小学校児童を対象に
「放課後子ども教室」を実施する。

地域住民や児童生徒の環境美化に対する関心、意欲を高め、きれいな地域づくりを促進するため、花壇審査を実施する。

子ども会育成連合会を通して、子どもたちの社会参加や地域の人々とのふれあいを深めるための野外体験活動や心身共にたく
ましく育成する活動を支援する。

児童を対象とした創作教室を開催する。

ふれあい地区館事業を通じて、野鳥観察など、子どもが自然にふれあう体験活動を支援する。

各小学校において、地域の大人同士、子ども同士が円滑なコミュニケーションを図りながら、あいさつ・声かけ運動を実施する。

47



５章　安全で安心して学べる教育環境を創る

第１節　様々な危機に対応する安全・安心な教育環境の整備・強化

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 指導室 ３回 ３回
３回
3回

B
B

3回 B

2 指導室 100.0% 100.0%
100.0%
100.0%

A
A

100.0% A

3 学校教育課 99.0% 100.0%
99.6%
99.6%

B
B

99.8% B

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

防災危機
管理課

D
B

B

指導室
B
B

B

指導室
B
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

■目指す姿■

学校は、万が一に備えた危機管理体制が整っており、児童生徒は安心して学校生活を送っています。また、児童生徒も、いざという時は自らの安
全を守るために適切に行動できるようになっています。

■取組方針■

児童生徒の生命を守る安全・安心な学校を目指し、不審者侵入や地震、感染症、食中毒などに対する適切かつ確実な危機管理体制の確立を図ります。
また、児童生徒が災害に対応できる力を身につけるため、総合的な防災教育を推進するとともに、災害時において地域の防災拠点となる学校施設の防災拠点としての整備充実を
図ります。児童生徒が安心して学校生活が送れるよう、学校内外を含めた防犯・交通安全対策の充実に努めます。

■具体的施策■

１．危機管理体制の確立

実績

２．防災教育の強化

実績

時代の変化に応じ、危機管理マニュアルの見直しを
適宜行った

各中学校区ごとに小中合同の引き渡し訓練を行っ
た。

災害協定に基づき、NTT担当者と災害時の連絡先
について確認した。また防災訓練実施時に災害用公
衆電話の位置を確認した。

スクリレ（連絡アプリ）を活用し、迅速な情報提供に
努めた。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

防災避難訓練の実施
《町内小・中学校で年間に行う防災避難訓練の回数》

防犯教室等の実施率
《各学校における防犯教室等の実施率》

緊急メールの登録率
《緊急メールに登録している児童生徒の割合》

②個々の学校の環境
に対応したきめ細かい
災害対策の検討

ルなどの情報を教員、保護者が共有し、有事の際に的確な
行動で児童生徒の安全を確保できるよう、周知徹底を図り
ます。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①緊急情報システム
の充実（スマートフォン
を利用した連絡システ
ムの機能強化）

・小・中学校や教育委員会から保護者に、より早く正確に防
災、防犯、学校に関する情報が届くよう、連絡手段となる連
絡アプリの利用率100％を目指すとともに、その充実を図り
ます。

時用公衆電話を活用します。

続して実施します。

自然災害の増加を踏まえ、保健・安全教育の年間指
導計画をもとに、防災に対する意識の向上に努め
た。

①防災教育の強化
震・台風などの自然災害についての十分な知識を身につけ
させるとともに、日ごろの備えや、災害時に取るべき基本的
な行動についての啓発を図るなど、地域と学校が連携した
防災教育の強化に努めます。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

指導室
B
B

B

学校教育課
B
B

B

指導室
B
B

B

指導室
生活環境課

B
B

B

学校教育課
A
A

B

学校教育課
B
B

A

道路課
A
A

A

生活環境課
B
B

B

学校教育課
B
B

B

学校教育課
A
A

A

学校教育課
A
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

学校教育課
D
B

B

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

※R06～
評価基準

①防犯意識の高揚

を実施します。

や不審者から子どもたちを守ります。

３．防犯・交通安全対策の強化

実績

各小学校において「こどもを守る110番の家」の現況
確認を行い、登録状況を更新、新規に依頼・登録を
し、見守り体制の維持・強化を図った。

消防署や警察等の外部の方を招いて、防犯・防災訓
練を実施した。

②学校安全ボランティ
ア活動の推進 全ボランティア（スクールガード）活動の推進に努めます。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

地域ボランティアやPTAの見守り協力をいただきな
がら、安全な登下校の推進に努めた。

④学校周辺の交通環
境の整備

します。

いて、土地所有者に草刈依頼通知を郵送し、適正管理を指
導します。

通学路安全推進会議で、通学路の危険箇所の対応などを
協議するとともに、危険箇所の改善を図ります。

③交通安全教育の推
進

導します。

付し、通学時の安全を確保します。

るなど、自転車通学者の安全確保に努めます。

各学校にて通学路危険箇所を抽出、合同点検、阿見
町通学路安全推進会議にて協議し、必要な安全対
策を実施し、通学路の安全確保に努めた。

適正な管理が行われていない空き地について情報
提供があった際に、土地の所有者又は管理者に対し
て文書送付及び訪問による指導を行った。令和7年
度は271件の情報提供があった。

計画的な道路舗装修繕による良好な路面の確保、道
路破損個所の修繕による危険個所の解消、道路路
肩草刈による道路幅員の確保及び視距の確保、道
路側溝清掃による道路冠水防止、区画線やカーブミ
ラー等の新設・修繕による交通安全対策を行った。

新中学一年生全員にヘルメットを配布し、自転車通
学時における安全確保及び交通事故防止に努めた。

小学校児童に反射シール、中学校生徒に反射タスキ
を配布し、通学時における視認性の向上を図ること
で、通学時の安全確保に努めた。

すべての小中学校で交通安全教室を開催した。道路
の歩き方と渡り方、自転車ヘルメットの正しい着用と
乗り方等の指導を行った。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①感染症対策の徹底 活かし、新たな感染症の流行に備えて、総合的な感染症対
策を徹底します。

⑤防犯設備の適切な
管理

経年劣化が進んだ機器は適時、更新を進めます。

します。

４．感染症対策の充実

実績

新たな感染症の流行はなかったが、季節性インフル
エンザや新型コロナウイルス感染症への対策を徹底
し、感染拡大防止に努めた。

非常通報装置の計画的な保守点検を行い、非常時
に適切に運用できるよう管理した。

各校において、防犯カメラの録画データを適切に管
理するとともに、経年劣化の進んだ機器の更新、機
器の増設をし、学校の防犯体制の強化を図った。

※R05
評価基準
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担当課

学校教育課

秘書広聴課
（発信は各

課）

学校教育課

指導室

指導室

指導室

指導室

指導室
学校教育課

指導室

指導室
生活環境課

学校教育課

学校教育課
道路課

生活環境課

学校教育課
道路課

生活環境課

学校教育課

学校教育課

牛久警察署と町生活環境課の協力のもと、すべての小・中学校で交通安全教室を実施する。

スクールガードリーダーが学校の防犯強化に努める。

町内の各家庭に「110番の家」への登録を促し、子どもを守る活動に協力してもらう。

定期的に避難訓練を実施するとともに、すべての小・中学校で不審者対応の避難訓練を実施する。

東日本大震災の教訓を生かし、地震等の災害時を想定して児童生徒を確実に保護者へ引き渡せるように、小・中合同で引渡し
訓練を実施する。

学期に１回以上の避難訓練を実施するなど、学校教育活動全体を通して、防災への意識を高める取組を実施する。

社会科、理科、総合的な学習の時間などにおいて自然災害についての知識を身につけさせ、日ごろの備えや災害時に取るべき行
動についての理解を深める。

学校防災に関する研修会や地域と連携した避難訓練等を実施し、各学校の危機管理体制の充実を図る。

感染症対策備品の充実

学校施設管理事業

阿見町通学路交通安全プログラム

通学路の安全対策（通学対策事
業）

児童生徒の通学対策（通学対策事
業）

交通安全教室

新型コロナウイルス感染症を始めとする感染症の拡大防止のため、必要な学校備品の充実を図る。

小学校の非常通報装置の保守点検を行う。

関係機関の連携し、継続的に通学路の安全を確保するため、合同点検を継続するとともに、対策実施後の効果把握も行い、対策
の改善・充実を図る。

通学路交通安全プログラムを策定し、通学路の安全対策に取り組む。牛久警察署、竜ケ崎工事事務所、小・中学校、役場関係課
による合同の通学路安全点検を毎年実施し、安全対策を実施する。

□識者意見□

（綾部）
成長発達の途中にある児童生徒ならではの安全対策は学校で対応し、全ての住民にも関連する対策は阿見町の施策の中で対応できればと考えます。交通安全対策や感染症管
理は、特に小学校低学年で丁寧に教えられたら良いのではないかと思われます。
（野呂）
安全教育等は年間指導計画に基づき教育指導を図られていると思いますが火災に対する避難行動は充分であるか見直して改善するところがあれば速やかに是正してください。
（中島）
防災、防犯に関する取組が確実に実施されていると考えます。学校周辺の交通環境の整備に街灯の設置も加えて頂きたい。

□今後の進め方□

近年、地震や風水害が頻発し、児童生徒が安心して学校生活を送るための危機管理体制の徹底が益々求められています。また、減少傾向にはあるものの、交通事故は依然として
発生しており、令和8年4月から施行された自転車の取り締まり強化もあって、安全対策は引き続き重要視されています。避難訓練や交通安全教室を通じて、防災・安全対策の重
要性を児童生徒に周知してまいります。
通学路交通安全プログラムについても引き続き実施し、児童生徒が安心して通学出来る環境を整備してまいります。

通学時の安全の確保のため、小学校児童に反射シール、中学校生徒に反射タスキを配付する。自転車通学者の安全確保のた
め、中学校自転車通学者のヘルメット購入費の一部を補助する。

スクールガードリーダー事業

こどもを守る110番の家

防災避難訓練

□主な事業□

事業名 内容

合同引渡し訓練

防災避難訓練

防災教育

学校防災対策事業

阿見町メール配信サービス（あみ
メール）

連絡ツールアプリ導入（連絡手段
のデジタル化）事業（再掲）

災害・防犯情報などの緊急情報や阿見町の様々な行政情報をメールで発信する。

学校と保護者をつなぐ連絡手段をデジタル化する連絡アプリの導入（学校からのお便りやプリント、緊急連絡などをスマートフォ
ン等で受け取れる）を図る。
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５章　安全で安心して学べる教育環境を創る

第２節　地域の実情にあった教育環境の充実

担当課
令和3年度
（現況値）

令和10年度
（目標値）

令和5～6年度
（実績値）

令和5～6年度
（自己評価）

令和7年度
（実績値）

達成度※
（自己評価）

1 学校教育課 ７校 ５校
7校
7校

C
C

7校 C

2 学校教育課 ０校 ４校
1校
1校

B
B

1校 B

※達成度 「A」想定以上の成果をあげた。

「B」想定通りの成果をあげた。

「C」想定した成果が十分にあげられなかった。

「D」達成度の判定ができなかった。

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

学校教育課
D
B

B

学校教育課
D
B

B

学校教育課
D
B

B

学校教育課
A
B

B

担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

学校教育課
A
B

B

防災危機
管理課

B
B

B
発電機の起動点検や、期限が切れそうな備蓄品の
適宜回収及び更新を行った。

児童生徒が安全・安心に学校生活を過ごせるよう、
学校施設の計画的な保守点検を実施し、適正な維
持管理に努めた。

令和2年度から君原小学校に小規模特認校制度を
導入し、令和7年度は区域外から17名の児童が通学
しました。

本郷小学校において、児童の増加に対応するため、
普通教室棟の増築工事に着手した。

１．小・中学校の望ましい教育環境の検討

実績

２．学校施設の維持管理

実績

令和6年度に君原小学校の小規模特認校制度に対
応した改訂を行っており、現時点において追加の見
直しは行っていない。

再編対象校において、それぞれの地域の意見を十分
に反映し、地域の実情に応じた教育環境の提供に努
めました。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

①適正配置の検討

者、地域及び教員と子どもたちのより良い教育環境につい
て検討を行います。

引」（文部科学省）を踏まえ、必要に応じて現行の再編計画
の見直しを検討します。

不足を回避するために、必要に応じて校舎の増改築を行い
ます。

営を行うために、特認校制度などを活用します。

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

■目指す姿■

地域の特色を生かした学校づくりが実現しています。快適で、安心安全に学べる教育環境が実現しています。

■取組方針■

少子高齢化の進展に伴い、児童生徒数が減少する一方、人口増加地区においては児童生徒数が急増している状況を踏まえ、阿見町全体として望ましい教育環境を確保するた
め、地域や学校区の実情にあった教育環境の検討を進めます。
義務教育施設の再編方針の検討にあたっては、透明性・公平性を担保するための情報提供・きめ細かな意見聴取に努めるとともに、地域会議や有識者を交えた検討組織の意見
を十分に聞きながら進めていきます。
また、児童生徒が学校で安全に過ごせるように、学校施設の安全性の強化や防災拠点としての機能充実に努めます。

■具体的施策■

目標指標（目指す姿を実現するための指標）

学校再編計画による再編後の小学校数
《学校再編計画に基づき再編を行った後の小学校数》

学校施設長寿命化計画による大規模改修工事の実施学校数

①学校施設の安全性
強化

検を行い、小・中学校の各種施設の適正な維持管理に努め
ます。

②学校の防災拠点と
しての機能充実 防災倉庫を適切に管理します。
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担当課
令和5～6年度
（自己評価）

評価※
（自己評価）

学校教育課
A
B

B

学校教育課
A
B

B

学校教育課
A
B

B

学校教育課
A
B

B

学校教育課
A
B

B

学校教育課
A
B

B

「A」期待された成果が上がった。 「A」期待された以上の成果があがった。

「B」目標は達成したが課題が残った。 「B」期待された成果があがった。

「C」期待された成果が上がらなかった。 「C」期待された成果をあげたが、課題が残った。

「D」ほとんど評価ができなかった。 「D」期待された成果をあげられなかった。

担当課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

□識者意見□

（綾部）
学校再編については、再編計画を進めていた時期に予測されていた状況と現状が違ってきているところもあるため、単純に評価結果のみで判断できるわけではないと思っていま
す。学校の統廃合や適正配置については難しい判断も多いと思いますが、引き続き検討を進めていただければと考えます。
（野呂）
児童生徒が快適な学校生活が送れるため逐次施設整備を推進してください。防災拠点をなることから備品管理は最新の状態を維持してください。
（中島）
学校施設の改修および維持管理が計画通りに実施されていると理解します。学校再編計画については、再編対象校の地域の意見を十分に考慮した対応が必要と考えます。

□今後の進め方□

阿見町全体としての人口は増加傾向にあり、少子高齢化が進む中、児童生徒数は横ばいもしくは微増の状況が続いています。しかしながら、地域ごとに増減格差があり、児童生
徒数が年々増加している学校と年々減少している学校が混在している状態です。地域の実情を踏まえ、適正な学校運営体制の構築に向けて、地域の意見を最大限尊重しなが
ら、引き続きの学校再編の検討を進めます。
学校施設の維持管理については、児童生徒が安全・快適に学校生活を送れるよう、バリアフリー化の促進や防災対策の充実を目指して、備品や施設の整備・維持管理を続けてま
いります。

□主な事業□

事業名 内容

学校施設整備事業

災害時用非常電源整備事業

学校施設管理事業

小規模特認校事業

学校再編事業

小・中学校の空調設備・トイレ改修工事及びバリアフリーに配慮した多目的トイレを整備するとともに、中学校へのエレベーターを
設置する。

小・中学校に防災倉庫と防災井戸を整備するとともに、全中学校に太陽電池と組み合わせた非常用電源を設置し、災害時の拠
点とする。

学校施設の維持のために、各設備の管理を委託する。

きめ細かな特色ある教育を実践するために、小規模特認校制度を活用して多様な教育環境を提供する。

再編が決定している小学校は統合準備委員会を設置し具体的な検討を行う。その他の学校は、説明会、意見交換会を実施す
る。

「阿見町中長期保全計画」に基づき施設整備を進め
るとともに、君原小学校、阿見第二小学校及び朝日
中学校の体育館トイレ改修工事において多目的トイ
レを設置し、施設環境の整備を図った。

※R06～
評価基準

阿見第一小学校長寿命化改修工事においてバリア
フリー化を推進する内容を反映し、長寿命化計画に
基づく施設整備を進めた。

町内8小中学校では民間施設を活用して水泳授業
を実施し、2校では既存の学校プールを活用して水
泳授業を実施しました。

全ての小・中学校において照明器具のLED化を完
了し、教育環境の向上及び省エネルギー化を図っ
た。

阿見第一小学校長寿命化改修工事の設計業務を完
了し、計画的な施設整備を推進した。

児童生徒が安全に学校生活を送れるよう、学校施設
の適切な維持管理に努めた。

実績

３．学校施設・設備の充実

具体的施策細目 具体的施策細目の内容

②バリアフリー化の促
進 画に基づきバリアフリー化を促進します。

※R05
評価基準

①学習効果を高める
設備の更新

に対応した施設整備を進めます。

持管理を行います。

の修繕などを実施します。

す。
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（5）君原小学校 小規模特認校の点検評価 

 

◎小規模特認校制度導入の経緯 

平成 27 年 3 月に策定した「阿見町立学校再編計画」に基づき、地域との協議を進めていく中で、令

和元年 5月、君原小学校検討委員会から君原小地区 8行政区の総意として、君原小学校を存続する方向

が示され、その方法の一つとして、小規模特認校制度の導入を求める要望書が阿見町に提出されました。 

町では、地域からのこの要望を受け、令和元年 11月に諮問機関である学校再編検討委員会を設置し、

同年 12 月、小規模特認校制度に関する内容を加えた「阿見町立学校再編計画追加版」が策定されまし

た。 

小規模特認校制度の導入は、阿見町では君原小学校が初めての試みとなることから、令和 2年度から

令和 7年度までの 6年間を検証期間とする期限が設けられたうえでスタートしています。 

この期限が迫る中、令和 6 年 7 月、君原小学校 PTA 会長から地域の総意として、小規模特認校制度

の継続の要望書が提出されたことから、町教育委員会は令和 6 年 10 月に学校再編検討委員会を改めて

設置し、同年 11月、下記の答申が示されました。 

 

（答 申） 

１ 多様な学習環境を提供することの有効性、必要性を鑑み、より良い教育環境づくりを進めるため、

令和元年 12月作成の阿見町立学校再編計画追加版を改訂すること。 

２ 君原地区の総意として小規模特認校を要望していることから、令和 8年度以降も阿見町立君原小学

校を小規模特認校として継続すること。 

３ 小規模特認校としての期間については、制度を利用した入学・転入の希望者が無く、在校生に制度

を利用した児童が在籍しなくなった時又は社会情勢の変化があった時に検証する機関を設け、検討

すること。 

４ 小規模特認校制度の内容について、学校関係者・地域に限らず、町民にわかりやすく広報し、更な

る周知を図ること。 

 

以上のことを踏まえ「阿見町立学校再編計画追加版」を改訂し、令和 6 年 11 月の教育委員会定例会

で承認され、小規模特認校制度の継続が決定いたしました。 

  

◎点検評価 

阿見町で最初の小規模特認校であり、前例がないことから、進捗状況の把握と成果の評価及び見直し

を目的とする点検評価を行います。点検評価の方法は、下記の区分を用いて自己評価を行い、その結果

について「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検評価」の評価者から意見を聴取します。 

 

評価の区分 

A 期待以上の成果があがった。 

B 期待された成果があがった。 

C 期待された成果をあげたが、課題が残った。 

D 期待された成果をあげられなかった。 
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〇君原小学校（小規模特認校）令和 7年度 評価 

☆学校組織 

評価項目 R02 R03 R04 R05 R06 R07 評価 自己評価 

1 児童数  

※5月 1日現在 
62 65 54 55 65 61 B 

特認校制度を利用して通学している

在校児童は 17 名おり、全体の約 27%

にあたる。学区内の児童が減少傾向の

ため児童数増には至っていないが、児

童数を維持することができている。 

2 特認校制度

による入学者数 
3 5 2 3 9 1 B 

継続的に入学者を迎え入れることは

達成できたが、前年度から入学者数

が減少した点に課題が残った。 

3 学級数（内特

別支援学級数） 
7（1） 6（1） 6（1） 6（1） 5（1） 6（1） B 

令和 7年度は複式学級が 1減とな

り、学級を増やすことができた。複

式学級の解消までには至っていない

が、特認校効果による点が大きい。 

4 教職員数 12 11 12 12 11 12 B 

複式学級が 1減となり、学級数が 1増

となったことで、教職員数も 1名増や

すことができた。 

5 町職員数 4 5 5 5 7 7 B 

複式学級の 1減により、ティームティ

ーチング講師が 1名減となったが、新

たに特別支援員を 1 名増員して配置

し、特別支援教育の充実を図った。 

【識者意見】 

（綾部） 

児童数が 60 人程度で推移しており、学校としての機能を維持できていることについては適切だと判断し

ます。しかし、阿見町立小学校の１校として、小規模特認校を継続し続ける意義について、引き続き検討

を進めていただければありがたいです。 

（野呂） 

令和 8 年以降も特認校として継続維持が決まりました。専属 ALT の配置や自然豊かな環境の中、特色あ

る教育環境が整い少人数教育の良さが出ていると感じます。教職員、特別支援員も増員され安定した校務

運営ができることを期待します。今後は入学生を増加させる事が一番の課題と感じます。あらゆる機会を

通じ町民に広報し更なる周知を図ってください。 

（中島） 

複式学級の解消に向けて、君原小学校で実施されている地域と連携した特色ある教育を広く町民に周知し

て頂きたいと思います。町職員数を維持されたことは評価されます。 

【今後の進め方】 

学区内の児童が減少傾向にあることや、年度によって入学者数の増減があるため、複式学級の解消までは

至っていません。引き続き君原小学校の魅力と特認校制度を広く周知していき、入学者数の確保を続けて

いきます。専属 ALT、教職員、特別支援員は引き続き適正に配置し、特認校ならではの特色ある教育の発

展に努めていきます。 

近隣自治体でも小規模特認校の導入が増えています（取手市は令和 3年度から小学校 1校、つくば市は令

和 8 年度から小学校 2 校）。多様な学習環境の提供を継続するとともに、地域の意見も踏まえながら検討

を重ねていきます。 
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☆特色のある取組み 

評価項目 R02 R03 R04 R05 R06 R07 評価 自己評価 

6  専属 ALT の配

置 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 B 

専属 ALTの 1名配置を継続し、低学年

から外国語に触れる機会を提供した。 

7  特色を活かし

た活動 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 B 

自然豊かな恵まれた学習環境を活かし、

自然や動物に触れ合う活動に努めた。 

8  アイラボキッ

ズ体験授業 
× 〇 〇 〇 〇 〇 B 

前年度に引き続き、県立医療大学と連

携した体験教室アイラボキッズを中心

とした体験活動を実施した。 

9  伝統民族芸能

の継承 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 B 

町指定民俗文化財「君島ひょっとこ」を

授業に取り入れ、町の催しで成果発表を

行うなど、伝統継承に努めた。 

10 学年を超えた

縦割り活動 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 B 

運動会（たてわリンピック）や、昼休み

などで縦割り班活動に取り組み、異学年

間の交流を進めた。 

11 複式学級への

TT配置 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 B 

複式学級における指導上のデメリット

解消のため、TT（ティームティーチン

グ）講師を配置し、複数指導者による少

人数教育を維持した。 

【識者意見】 

（綾部） 

小規模特認校として、特色ある教育が継続されていることには一定の評価ができると考えます。これらの

取り組みが君原小学校のみの活動にとどまらず、阿見町全体の小学校へ波及することを願います。 

（野呂） 

小規模特認校の特色を生かして医療大学と連携した体験教室や体験活動を積極的に取り入れ学ぶ環境を

整えた事や低学年から外国語文化になれ親しむことは将来の語学能力の向上に繋がると考えます。 

ICT教育や連携した体験学習等の取り組みは更に充実させてください。 

（中島） 

自然に触れ合う活動やアイラボキッズ体験授業は少人数ならではの活動であり、教育効果が期待できま

す。 

【今後の進め方】 

小規模特認校の特色を最大限に生かした活動が行えるよう、自然に触れ合う活動や体験授業などの多様な

教育環境を引き続き提供していきます。 
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